
JA
EA

-R
eview

JAEA-Review

2011-036

Oarai Research and Development Center

大洗研究開発センター

November  2011

Japan Atomic Energy Agency 日本原子力研究開発機構

（編）高温工学試験研究炉部
(Ed.)Department of HTTR

HTTR（高温工学試験研究炉）の
試験・運転と技術開発（2010年度）

Operation, Test, Research and Development of

the High Temperature Engineering Test Reactor (HTTR)

(FY2010)





 

i 

JAEA-Review 2011-036 

 
HTTR（高温工学試験研究炉）の試験・運転と技術開発 

（2010 年度） 

 

日本原子力研究開発機構 大洗研究開発センター 

（編）高温工学試験研究炉部 

 

（2011 年 9 月 16 日受理） 

 
日本原子力研究開発機構 大洗研究開発センターの HTTR（高温工学試験研究炉）は、熱出力

30MW の黒鉛減速ヘリウムガス冷却型原子炉で、我が国初の高温ガス炉である。 

HTTRは平成13年12月に熱出力30MWを達成し、平成14年3月に原子炉出口冷却材温度850℃

における使用前検査合格証を取得した。平成 14 年度から定常運転、安全性実証試験を行い、平

成 16 年 4 月に高温試験運転モードで、世界で初めて原子炉出口冷却材温度 950℃を達成し、同年

6 月には原子炉出口冷却材温度 950℃における使用前検査合格証を取得した。また、平成 21 年度

は、高温試験運転にて 50 日間の連続運転を行い、熱化学水素製造等の熱源として利用可能であ

ることを実証した。 

平成 22年度は、熱出力9MWにおける安全性実証試験を行い、安全性に関するデータを取得・

評価した。 

本報告書は、平成 22 年度（2010 年）の HTTR の運転と保守及び各種技術開発の状況等につ

いて紹介する。 
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The High Temperature Engineering Test Reactor (HTTR) constructed at the Oarai 
Research and Development Center of the Japan Atomic Energy Agency (JAEA) is the 
first high-temperature gas-cooled reactor (HTGR) in Japan. The HTTR is a 
graphite-moderated and helium gas-cooled reactor with 30MW of thermal power. 

The full power operation of 30MW was attained in December 2001, and then JAERI 
(JAEA) received the commissioning license for the HTTR in March 2002. Since 2002, we 
have carried out rated power operations, safety demonstration tests and several R&Ds, 
etc.. In April 2004, the HTTR achieved the 950℃ of outlet coolant temperature at the 
outside the reactor pressure vessel. It is the first achievement in the world. Moreover, in 
year 2009, the HTTR carried out 50 days operation with high temperature test operation 
mode. It was demonstrated that the HTGRs can be utilized as a heat source for the 
thermo-chemical hydrogen production system. 

In fisical year 2010, the safety demonstration tests in 9MW of thermal power have 
been carried out and the test data was obtained.  

This report summarizes activities and results of HTTR operation, maintenance, and 
several R&Ds, which were carried out in the fiscal year 2010. 
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１． 概 要 
                      

Outline of Activities
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高温ガス炉は、高温の冷却材温度を利用し、発電のみならず、水素製造、地域暖房、海水淡水

化等の幅広い熱利用が可能な原子炉である。高温工学試験研究炉（HTTR : High Temperature 

Engineering Test Reactor）は、高温ガス炉開発のための試験研究を行うために設置された、日本初

の高温ガス炉である。 

 HTTR は原子炉熱出力 30MW、燃料として被覆粒子燃料、主要な炉心構成材に黒鉛、１次冷却

材にヘリウムガスを用い、原子炉出口冷却材温度は定格運転時 850℃、高温試験運転時には最高

の 950℃の性能を有している。HTTR は平成 10 年 11 月 10 日に初臨界、その後、平成 11 年度か

ら出力上昇試験を進め、平成 13 年 12 月に原子炉出口冷却材温度 850℃、平成 16 年 4 月に原子炉

出口冷却材温度 950℃を達成した。その後、現在まで運転を続け、HTTR の運転管理・保守管理

技術の蓄積を続けている。 

 また HTTR では、高温ガス炉に特有の優れた固有安全性を実証するために、平成 14 年度から

安全性実証試験を実施している。第 1 期の安全性実証試験では、制御棒引き抜き試験、循環機停

止試験等により、その固有安全性を実証し、事故時の解析評価の高精度化に必要な実験データを

取得した。平成 22 年度からは第 2 期の安全性実証試験として、さらに過酷な事故を模擬した炉心

流量喪失試験、炉心冷却喪失試験等を実施し、実験データを取得した。平成 23 年度以降も、引き

続き、炉心冷却喪失試験等の安全性実証試験を計画している。 

高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発は、総合科学技術会議が革新的技術戦略にお

いて地球温暖化対策として選定した「水素エネルギーシステム技術」、原子力委員会が定めた「地

球温暖化対策に貢献する原子力の革新的技術開発ロードマップ」において提示した 6 項目のビジ

ョンの 1 つである「原子力による革新的水素製造技術」の実現を目指すものであり、原子力機構

では、2020 年頃に原子力水素製造実用システムの原型を提示することを目標としている。これを

受けて、第 1 期中期計画では、HTTR を用いた高温ガス炉の技術基盤の確立を目指した研究開発

を推進し、平成 19 年度には、定格運転による 30 日間の連続運転を、平成 21 年度には、高温試験

運転による 50 日間の連続運転を実施し、炉心の燃焼特性、高温機器の性能等に関するデータを取

得し、熱化学水素製造等の熱源として高温のガスを長期的に安定供給可能であることを実証した。 

平成 22 年度は、第 2 期中期計画での安全性実証試験の実施及び熱利用系の熱負荷変動の影響確

認を目的とした熱負荷変動試験等の核熱供給試験の検討を実施し、平成 23 年度以降の限界性能デ

ータ等の取得を目指している。 

 

1.1 HTTR の運転の状況 

1.1.1 HTTR の運転 

 平成 21 年度の高温試験並列運転モード（運転サイクル HP-11）の運転は、平成 22 年 3 月 21 日

に原子炉を停止し、計画通りに終了したが、翌日の 3 月 22 日に、3 チャンネルある広領域中性子

検出器の 1 つの検出器において、計数率が急激に低下する事象が発生し、「中性子検出器動作不能」

の警報が発報した。その後、別の広領域中性子検出器においても同様の事象が発生したことを受

けて、当面 5 月から計画していた安全性実証試験のための運転を取りやめるとともに、平成 22

年度の運転計画を変更し、これらの事象の原因調査、再発防止等を行うこととした。 

 不具合事象を発生した広領域中性子検出器は、X 線 CT 検査装置を用いた調査を行うため、原
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子炉から当該中性子検出器を取り出し、照射燃料集合体試験施設（FMF）に搬入した。また、新

たな中性子検出器を製作し、原子炉への交換作業を実施した。 

中性子検出器の交換作業の終了後、安全性実証試験である炉心流量喪失試験等を実施する定格

単独運転（運転サイクル RS-12）のため、平成 22 年 12 月 13 日に定格単独運転モードで原子炉を

起動した。原子炉出力 9MW の状態において、温度係数測定試験を実施し、同じ出力にて、続く

12 月 21 日にヘリウム循環機 3 台を停止する炉心流量喪失試験を実施した。同日 12 月 21 日に原

子炉停止し、RS-12 運転を終了した。 

RS-12 運転と同様に安全性実証試験である炉心冷却喪失試験等を実施するための定格単独運転

（運転サイクル RS-13）のため、平成 23 年 1 月 17 日に定格単独運転モードで原子炉を起動した。

その後、低出力における温度係数測定試験を実施し、1 月 20 日には出力を 9MW に上昇させ、1

月 24 日に出力 9MW の状態において、ヘリウム循環機 3 台を停止し、さらに炉容器冷却設備の 1

系統を停止する炉心冷却喪失試験（1 系統停止）を実施した。同日 1 月 24 日に原子炉を停止し、

RS-13 運転を終了した。 

 

1.1.2 第 5 回施設定期自主検査 

 第 5 回施設定期検査は、平成 22 年 12 月 8 日付けで施設定期検査の申請を行い、平成 23 年 2

月 1 日より開始した。しかしながら、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の影響により、

3 月 23 日に変更の手続を行い、3 月 24 日に予定していた第 1 回の受検及びそれ以降の受検を延期

した。また、東日本大震災による施設定期検査の延期については、平成 23 年 6 月 30 日までに検

査の実施又は変更の届出を行う旨の「東北地方太平洋沖地震の影響による法に基づく検査対応に

ついて（通知）」（平成 23 年 3 月 22 日付け文部科学省通知）に従い、対応することとなった。 

 

1.2 機器の製作、工事等の状況 

 平成 22 年度に実施した主要な機器の製作、工事等の状況は、以下のとおりである。 

 

(1) 動作不能を起こした広領域中性子検出器について、順次交換を行うこととし、平成 22 年度

は ch2.、ch3 について交換作業を実施した。交換に伴い、新しい検出器の製作、使用済中性

子検出器の収納容器の製作等を実施した。また、原因調査のため、当該中性子検出器の検

査施設への輸送作業を実施した。 

(2) 原子炉運転中に 2 次 He サンプリング設備圧縮機 B に、軽微なシールオイル漏れが認められ

たため、運転終了後に分解点検を実施し、バリシールの材質をポリウレタン製に変更した。 

(3) 1 次系支持構造物（油圧防振器）の分解点検及び補助系支持構造物（油圧防振器）の点検を

実施した。 

(4) 原子炉建家Ⅰ系空調器のフィルタユニット側（2 基）を更新した。 

(5) 補機冷却水設備 B 系統の淡水供給配管の交換作業を行った。 

(6) 原子炉建家の床補修作業（K-103）、管理区域内壁（原子炉建家地下 3 階等）の漏水対策を

実施した。 
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1.3 所外の専門部会等での審議 

 所外の専門家からなる高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会は、平成 23 年 3 月に実施

予定であったが、3 月 11 日に発生した震災のため延期され、平成 23 年 4 月 22 日に原子力機構東

京事務所で開催された。委員会では、第 1 期中期計画概要及び評価結果、第 2 期中期計画の内容、

平成 23 年度の研究開発計画、エンドユーザーの獲得に向けた取り組みについて説明し、討議され

た。 



 

This is a blank page. 
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２． HTTR の運転・保守 
                      

Operation and Maintenance of HTTR
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2.1 原子炉の運転管理   

施設定期検査の受検運転並びに高温 50 日連続運転（運転サイクル HP-11）終了後に確認され

た広領域中性子検出器(WRM)の動作不能事象への対応のため、平成 22 年 10 月から平成 22 年

11 月にかけて WRM の ch.2 及び ch.3 を交換した。また、交換作業終了後の運転サイクル RS-12

運転時において、交換した WRM の校正を実施した。 

平成 22 年度は、その後の運転（運転サイクル RS-12 及び RS-13）において、原子炉出力 9 MW

における安全性実証試験、また特殊試験として原子炉出力約 30 kW 並びに 9MW における温度

係数測定試験を、次のとおり行った。 

 

(1) 運転サイクル RS-12 運転の原子炉起動に先立ち、安全性実証試験（炉心流量喪失試験及

び炉心冷却喪失試験〔1 系統停止〕）の核熱を伴わない状態での試験手順の確認・訓練及び

主冷却系統以外の He 純化系統、He サンプリング系統等の変化挙動を観察することを目的

に、炉心冷却喪失コールド試験を行った。 

(2) 運転サイクル RS-12 運転は、平成 22 年 12 月 13 日に原子炉を起動し、交換した WRM の

校正を行なった後、9 MW まで出力を上昇した。12 月 18 日及び 19 日に原子炉出力 9 MW

における温度係数測定試験を行い、また 12 月 21 日に安全性実証試験（炉心流量喪失試験）

を行った後、手動スクラムにより原子炉を停止した。 

(3) 運転サイクル RS-13 運転は、平成 23 年 1 月 17 日に原子炉を起動した後、原子炉出力約

330 kW における温度係数測定試験を行なった後、9 MW まで出力を上昇した。その後、平

成 23 年 1 月 24 日に安全性実証試験として原子炉出力 9 MW における炉心冷却喪失試験〔1

系統停止〕を行った後、手動スクラムにより原子炉を停止した。 

 

運転サイクル RS-12 及び RS-13 の運転実績を第 2.1.1 表に示す。 

 

第 2.1.1 表 運転サイクル RS-12 及び RS-13 の運転実績 

運転サイクル

No. 

原子炉 

起動日 

原子炉 

停止日 

積算熱出力

MWD 

運転時間

h:m 

累積運転

時間 

h:m 

累積積算

出力 

MWD 

HTTR RS-12 

(定格／単独) 
2010.12.13 2010.12.21 64.09 203:43 14460:49 11165.69

HTTR RS-13 

(定格／単独) 
2011.1.17 2011.1.24 37.14 178:30 14639:19 11202.83

 

2.2 検査の管理 

省令に基づく技術上の基準に適合していること及び保安上重要な設備の性能が維持されて

いること等を確認するための原子炉施設、核燃料物質使用施設等保安規定に基づく検査に係る

保守業務を以下のとおり実施した。 
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2.2.1 施設定期検査 

施設定期検査申請書を平成 22 年 12 月 8 日に文部科学省へ提出し、施設定期検査計画書及び

要領書（第 5 回・平成 22 年 12 月 20 日付）が策定された。施設定期検査は、試験炉規則第 3

条の 17 第 1 号（性能の技術上の基準に適合していること）に関する検査及び試験炉規則第 3

条の 17 第 2 号（原子炉施設の耐圧、耐放射線その他の性能が使用前検査において合格と認めら

れた状態に維持されていること）に関する検査について、平成 23 年度から実施される。 

 

2.2.2 施設定期自主検査等 

(1) 原子炉施設保安規定に基づく施設定期自主検査 

平成23年2月1日から平成23年12月15日までの予定で、原子炉施設保安規定に基づくHTTR本体

施設等施設定期自主検査実施計画を、平成23年1月28日付で定めた。その後、平成23年2月から

主に計測制御系統施設（プラント制御装置、安全保護系計装盤、安全保護ロジック盤・シーケ

ンス盤等）の施設定期自主検査の点検を開始した。 

 (2) 核燃料物質使用施設等保安規定に基づく施設定期自主検査 

核燃料物質使用施設に係る施設定期自主検査を平成22年4月19日から平成23年3月8日の期間

で実施し、保安に直接関連を有する設備及び計器について、所定の性能を満足していることを

確認した。 

  

2.2.3 東日本大震災による影響 

平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災により、HTTR 施設も影響を受け、施設定期検査及び施

設定期自主検査等の作業を中断せざるを得なくなった。このため、施設定期検査全体工程の調

整を改めて行い、検査期間、検査期日等を見直して、施設定期検査申請書の変更届を提出する

予定である。 

 一方、東日本大震災による建家、設備、機器等への影響の有無を確認するとともに、HTTR

施設の運転に向けて、設備、機器の健全性確認を進める予定である。具体的には、機器の目視

による外観確認、モータ類の絶縁抵抗測定、機器単体での作動確認を経て、プラントの健全性

を順次、確認していく予定である。 
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2.3 広領域中性子検出器の改良 

2.3.1 発生事象 

平成 22 年 3 月の原子炉停止中に中性子検出器 ch.2、ch3 が動作不能となった。当該中性子検

出器は、使用開始後からの定格出力換算日数は約 140 日（140EFPD)であった。当該中性子検出

の設計寿命は 440EPFD であるが、そこに至る前に動作不能が発生したことから、原因を調査す

ることとした。 
 
2.3.2 原因調査 

 広領域中性子計装で使用している全ての中性子検出器 ch.1、ch.2、ch.3 について、検出器が動

作不能となった原因を調査するため、絶縁抵抗測定、静電容量測定及び特性インピーダンス波形

観察等を用いて、以下の調査を行った。 
 
(1) 部位特定の調査 

 第 2.3.1 図に広領域中性子計装の信号経路図を示す。信号経路図をもとに第 2.3.2 図に示す調査

フロー図を作成し、本図に基づき調査を行った結果、次のことが確認された。 
① 高圧電源・ディスクリ電圧について 

計装盤からの高圧電源、ディスクリ電圧に異常は認められなかった。 
② 入力波形について 

検出器からのパルス波形を中性子計装盤の出力端子で確認したところ、動作不能発生時に

ch.2 及び ch.3 で中性子検出器からのパルス波形は、観察されなかった。ch.1 については正常

なパルス波形が観察された。 
③ コネクタ部の緩み、前置増幅器、ケーブルについて 

前置増幅器から計装盤及びスタンドパイプ室から計装盤までについては、コネクタ部の緩み、

前置増幅器、ケーブルの異常は認められなかった。 
④ 絶縁不良、ケーブル、検出器の接触不良について 

ch.2 及び ch3 について、絶縁抵抗測定、静電容量測定を行った結果、前年の定期検査時の測

定値と比較して、高圧電源（HV）ケーブルの静電容量が低下していた。 
 

以上の調査から、動作不能となった検出器ではパルス波形が観察されず又静電容量も低下して

いるが、中性子計装盤からスタンドパイプ室の中性子検出器ケーブルコネクタ部までに異常はな

いことから、原因はスタンドパイプ室の中性子検出器ケーブルコネクタ部から検出器間にあるも

のと判断した。 
 
(2) スタンドパイプ室コネクタ部から検出器間の異常調査 

 スタンドパイプ室の中性子検出器ケーブルコネクタ部から検出器について、第 2.3.3 図に示す

調査フロー図を作成し、本図に基づき調査を行った結果、次のことが確認された。 
①絶縁抵抗の測定 

絶縁抵抗測定の結果、高圧電源（HV）ケーブル及び信号（SIG）ケーブル共に異常はなかっ
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た。 
②静電容量の測定 

静電容量測定を実施し、平成 18 年炉内据付後の測定値と比較した結果、ch.2 及び ch.3 動作

不能発生時の高圧電源（HV）ケーブルの静電容量が約 150pF 低下していた。信号（SIG)ケー

ブルの測定結果には有意な差はなかった。なお、ch.1 の高圧電源（HV）ケーブル及び信号（SIG)
ケーブルの測定結果には有意な差はなかった。 

ch.2 及び ch.3 検出器は、高圧電源（HV）ケーブルの静電容量が約 150pF 低下していること

から、中性子検出器エレメント端子から高圧電源側 MI ケーブル接続部の付近で接触不良が生

じていると推定される。 
③電極間電流の測定＊１ 

高圧電源（HV）ケーブルの静電容量に低下がみられたことから、スタンドパイプ室の中性

子検出器ケーブルコネクタ部から検出器の電極間電流を測定した結果、ch.2 及び ch.3 動作不

能発生時には電極間電流が検出できなかった。ch.1 は電極間電流が検出された。 
このことから、ch.2 及び ch.3 検出器は、接触不良が生じていると推定される。 

＊１：検出器内部の電極に 235Ｕが塗布されており、α 崩壊による電流、及び使用中の F.P.が蓄積されること等による β

線、γ線による電流との合計をいう。 

 

④特性インピーダンス波形観測 
高圧電源（HV）ケーブルの静電容量に低下がみられたことから、スタンドパイプ室の中性

子検出器ケーブルコネクタ部から検出器までの間の接触不良の位置を確認するため、TDR*2法 

による特性インピーダンス波形観察を行った。その結果、ch.1 については異常を示す波形は観

察されなかったが、ch.2 については、検出器エレメント端子から MI ケーブル接続部の付近で

特性インピーダンスが大きくなっており、接触不良を示す波形が観察された。また、ch.3 につ

いては、検出器エレメント端子から MI ケーブル接続部の付近で断線を示す波形が観察された。

（第 2.3.4 図参照） 
＊２：TDR(time domain reflectometry：時間領域反射)：ケーブル障害の試験方法の一つであり、パルスをケーブルの

片端から送信し、ケーブルにインピーダンスの変化があればパルスの一部が反射することを利用して、障害位置

の特定や障害内容（断線、短絡等）が判断できる方法である。 

 
⑤プラトー特性測定 

検出器の特性を確認するためプラトー特性測定を行った結果、異常はなかった。 
 

以上の調査から、中性子検出器は中性子検出器エレメントと高圧電源側 MI ケーブルの接続部

付近で、芯線の接触不良が発生していると判断した。 
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2.3.3 検出器の品質向上 

(1) 製造時の品質管理強化 

中性子検出器 ch.2 及び ch.3 が接触不良を引き起こした原因について、第 2.3.5 図に示す調査

項目について調査・検討を行った。調査・検討の結果、温度変化による引張・圧縮荷重、熱サイ

クル疲労、振動・衝撃力、短絡電流等による溶融及び腐食については、MI ケーブル端子の接触

不良の要因に繋がるものは見当たらなかった。また、溶接施工不良について、管理票及び検査記

録、作業者の技量検定、使用溶接機等の調査では、溶接不良につながる事項は確認されなかった

が、作業条件（セッティング要領、溶接電流、溶接時間等）については記載がなく、溶接施工に

ばらつきが発生する可能性があることを確認した。 
この調査結果を受けて、第 5 回施設定期検査時に交換する予定である ch.1 用中性子検出器製作

にあたっては、更なる品質向上のため、不具合の要因と考えられる検出器内部の芯線の溶接箇所

について、検証試験を行った。 
検証試験は、溶接箇所 b～f（第 2.3.6 図参照）について、試験用サンプルを製作し、それぞれ

溶接条件を変化させながら、強度試験（引張試験）、マイクロフォーカス X 線検査、断面観察等

を行い、最適な溶接電流、溶接手順等の条件を検証した。 
また、検証試験で得られた知見については、製造要領書に反映し、作業が確実に行われたこと

を、製造記録等により確認できるよう管理項目に追加した。さらに、溶接施工の検査に、新たに、

溶接部 b～f について検証用サンプルによる引張試験及び顕微鏡による確認を追加した。 
以上の対策を行うことで、製造上のばらつきを抑え、製品の更なる品質向上を図った。 

 
(2) 使用中の維持管理強化 

使用中の中性子検出器について維持管理を強化するため、以下の措置を実施することとした。 
①原子炉起動前における確認 

原子炉起動前点検において、新たに絶縁抵抗測定、静電容量測定及び特性インピーダンス波

形観察を行い、使用する検出器の健全性確認の強化を図る。 
②運転中における対応  

原子炉運転中の出力領域においても、広領域中性子束指示値を確認することで使用領域を外

れた検出器の状態監視の強化を図る。また、動作不能が発生した場合には、速やかに原子炉を

停止（通常の出力降下手順）することを運転手引に記載する。 

③交換した広領域中性子検出器の使用制限 
交換した広領域中性子検出器は、これまでの使用実績を考慮し、使用開始後からの定格出力

換算日数で使用制限を設ける。 
 
2.3.4 照射後試験 

中性子検出器の動作不能事象に対して、事象発生部位の特定及び原因調査を行い検出器の性能

を向上する目的で、使用済中性子検出器の詳細な調査を行うこととした。 
平成 22 年 10 月～11 月に行われた中性子検出器 ch.2 及び ch.3 の交換作業中において、炉心か

ら取り出した中性子検出器保持装置の一部及び検出器 MI ケーブルを切断し、分離した検出器本
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体を収納容器内に収納した後、一時的に HTTR 施設内の照射物貯蔵ピット内に保管した。その後、

HTTR 運転終了を待って、平成 23 年 2 月に検出器を試験施設へ輸送し、平成 23 年 3 月に X 線、

CT 等の検査を実施した。引き続きデータを整理し、得られた知見を今後の中性子検出器の性能

向上に反映することとする。 
なお、HTTR 施設には当該中性子検出器の照射後試験を行える設備・装置がないことから、拠

点内の照射燃料集合体試験施設（FMF 施設）に輸送し、試験を実施することとした。 
輸送に際しては、専用の輸送容器を新たに製作すると製作期間が長期にわたることから、FMF

施設の輸送容器を利用し輸送を行うこととし、輸送容器との取合いを考慮して、第 2.3.7 図に示

すとおり、既存の設備・機器に新たな治具を製作し、検出器本体の切断及び輸送作業を行った。 
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Ch.2(HV 側）の特性インピーダンス（平成 22 年 4 月 5 日） 

 

 

 

  Ch.3（HV 側）の特性インピーダンス（平成 22 年 4 月 22 日） 
 

 
注）横軸の a,f は、第 2.3.6 図に示す検出器の溶接箇所 

 
 
 
 

第 2.3.4 図 TDR 法よる特性インピーダンス波形観察 

MI ケーブル側 エレメント内電極接続部 

特性インピーダンス

の変化が大きい箇所 
a f 

MI ケーブル側 

断線を示す

波形 

f a 

検出器エレメント側
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2.4 サンプリング設備・圧縮機のシールオイル漏れ対策 

2.4.1 経緯 

 HTTR のヘリウム純化設備、ヘリウムサンプリング設備等の原子炉補助施設に設置しているガ

ス圧縮機は、冷却材であるヘリウムガスの圧縮機ピストン部からクランク室への漏えいを防止す

るため、第 2.4.1 図に示すロッドシール機構を有している。ロッドシール機構は、第 2.4.2 図に示

すシールオイルボックス部内のシールオイル、シール材（以下、「バリシール」という。）等で構

成されている。 
原子炉運転中のロッドシール機構からのシールオイル漏れに対しては、シールオイルの補給等

により対応してきたが、原子炉の長期連続運転に向けての懸案事項として、その対策が検討され

てきた。その検討結果を受けて、シールオイル漏れの要因の一つと考えられるバリシールの材質

の変更を計画し、工場試験機による約 100 時間の検証試験、実機を用いた約 220 時間の実証試験

における結果を評価し、バリシールの材質をポリウレタン製からテフロン製（第 2.4.3 図に外観

を示す。）に変更することとした(1)。 
 
2.4.2 材質変更及び運転状況 

 1 次サンプリング圧縮機 B 号機及び 2 次サンプリング圧縮機 B 号機については、平成 18 年 2
月に実施した分解点検において、バリシールの材質を前述のとおりポリウレタン製からテフロン

製に変更した。 
しかしながら、2 次サンプリング圧縮機 B 号機は、平成 18 年 10 月から実施した運転サイクル

RS-8 においてシールオイルの漏えいを防止できなかったことに加えて、その漏えい先が本来のリ

ークオイル溜めではなく、クランク室となった。このため、運転サイクル RS-8 後の同年 12 月に

分解点検を行い、バリシールを交換した。また、平成 19 年 1 月から実施した運転サイクル RS-9
においても、運転開始後約 50 時間でシールオイル漏れが発生した。その後シールオイルを補給

することで運転を継続したが、シールオイルの漏えい量が多かったため、同年 2 月に分解点検を

行い、バリシールを交換した。 
1 次サンプリング圧縮機 B 号機は、運転サイクル RS-8 では約 1580 時間の運転中にシールオイ

ル漏れは生じなかったが、サイクル終了後にシールオイル漏れが発見された。運転サイクル RS-9
では、シールオイルレベルの監視を強化し、約 600時間の運転中にシールオイル漏れはなかった。

しかし、運転サイクル RS-8 終了後のシールオイル漏れの原因調査のため、平成 19 年 2 月に分解

点検を行い、バリシールを交換した(2)。 
一方、1 次サンプリング圧縮機 A 号機及び 2 次サンプリング圧縮機 A 号機については、運転サ

イクル RP-10 終了後の平成 19 年 7 月に分解点検を行い、バリシールをポリウレタン製からテフ

ロン製に変更した。 
 しかし、運転サイクル RP-10 から HP-11-4 にかけて、ほぼ運転サイクルごとにシールオイル

漏れが発生し、これに伴い分解点検でバリシールの交換、磨耗粉混入防止板の設置、バリシール

のホルダの組立て高さ調整等の対策を施してきたがシールオイル漏れの有効な対策とはならなか

った。 
 このように、ヘリウムサンプリング設備の圧縮機については、バリシールの材質を変更したこ
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とによりシールオイル漏れの対策とならず、むしろシールオイル漏れ発生までの時間が短くなっ

た。そこで、運転サイクル HP-11-4 後の平成 22 年 4 月に 2 次サンプリング圧縮機 B 号機につい

て行った分解点検において、バリシールを元のポリウレタン製に戻して、次のサイクル運転に臨

むこととした。 
 この結果、平成22年11月からの運転サイクルRS-12、平成23年1月からの運転サイクルRS-13
において 2 次サンプリング圧縮機 B 号機は、それぞれ約 596 時間、約 452 時間の運転で、有意

なシールオイル漏れは発生しなかった。 
 

2.4.3 まとめ 

ヘリウムサンプリング設備圧縮機のシールオイル漏れの要因には、グランドパッキンの磨耗粉

やバリシール磨耗粉の摺動部への介在など、様々な要因が考えられる。その要因の一つとして考

えられた耐熱性能によるシールリップ部の変形から、バリシールをポリウレタン製からより耐熱

性の高いテフロン製に変更し、その改善状況を確認したが、結果としてバリシールの変更では期

待した成果を得ることができなかった。 
今回の結果を受けて、ヘリウムサンプリング設備の圧縮機のバリシールの材質については、今

後計画的に行う分解点検でポリウレタン製に戻すこととした。一方、直近の 2 次サンプリング圧

縮機 B 号機の分解点検において、第 2.4.4 図に示すロッドシール機構を組み立てる際のボルトの

締め付けトルク値と締め付け方法を検討し、より精度が高く均等なトルク管理を実施した。この

改善が、運転サイクル RS-12 及び RS-13 におけるシールオイル漏れの改善に寄与した可能性が

高い。本件については、引き続き検討し、今後のヘリウムサンプリング設備圧縮機の安定した運

転に結び付けていく方針である。 
 
 
 

参考文献 
(1)小山直他，“HTTR におけるガス圧縮機のシールオイル漏れに関る改善”，JAEA-Technology 

2007-047（2007） 
(2)関田健司他，“HTTR ヘリウムサンプリング設備の改善”，JAEA-Technology 2008-002（2008） 
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第 2.4.1 図 ヘリウムサンプリング設備圧縮機・断面図 
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第 2.4.2 図 ピストンロッドシール部詳細図 

 

 

 



JAEA-Review 2011-036 

- 26 - 

 
 

第 2.4.3 図 バリシール外観 （テフロン製） 

 
 
 

 

 
第 2.4.4 図 ロッドシール部組立図 
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2.5 サンプリング設備・水分計維持装置の改良 

2.5.1 水分計維持装置の製作 

HTTR では、黒鉛構造材等の材料劣化の要因となる冷却材中の化学的不純物濃度を管理するこ

とが求められている。特に水分濃度については、第 2.5.1 表に示すとおり、原子炉出口温度に応

じた管理目標値を保安規定に定め、厳しく管理している。 

この要求に添って HTTR では、冷却材であるヘリウムガス中の化学的不純物濃度を、ヘリウム

サンプリング設備のガスクロマトグラフ質量分析計と水分計で分析している。ヘリウムサンプリ

ング設備の水分計には広範囲の水分濃度(0～104ppm)が測定できる露点式水分計と、微量水分(0～

20ppm)を精度良く測定できる電解式微量水分計（以下、「微量水分計」という。）の２種類の水分

計が設置されている。 

このうち微量水分計の検出部は、五酸化リン(P2O5)の薄層フィルムを吸着剤としてコーティン

グしたセル壁に、純プラチナ製の不活性電極を、マトリックス上に埋め込んだ構造となっている。

このセル壁で吸収されたサンプルガス中の全水分は、電極に印加された直流電圧により、次のよ

うに分解される。 

2H2O → 2H2＋O2  （水分の分子 1 個につき電子 2 個を放出） 

微量水分計は、この際発生する電子（電流量）が水分量と正比例の関係にあることを測定原理と

している。 

この微量水分計は、前述のとおり検出器センサーに高い吸着性能を有する五酸化リンを用いて

いるため、一度センサーに高濃度の水分を吸着させてしてしまうと、吸着した湿分の影響を取り

除くまでに長時間を要する。そのため、原子炉停止後（設備停止後）には、本水分計を系統から

隔離し、速やかに養生を行うことで、待機状態における水分の吸着防止に努めてきた。しかしな

がら、この様な養生操作を実施しても、待機状態が長期に及ぶ場合には、指示値の上昇が度々発

生し、その都度センサーに吸着した水分を取り除くためにヘリウムガスによるパージ操作を実施

してきた。 

このように、原子炉の停止期間が長期になった際には、パージ用のヘリウムガスの消費量が増

大するとともに、従事者がパージ操作を定期的に実施する必要から、作業の負担も大くなること

が、保守管理における懸案事項であった。 

その対策として、待機状態における微量水分計の系統内をパージ用ヘリウムガスにより連続的

に循環させることにより、水分濃度を計測範囲の上限である 20ppm 以下に維持することを目的に、

平成 21 年度に微量水分計性能維持装置（以下「水分計維持装置」という。）を製作した。水分計

維持装置の系統図を第 2.5.1 図に、また、その外観を第 2.5.2 図に示す。 

 

2.5.2 水分計維持装置の運用で判明した問題 

 ヘリウムガスによる微量水分計のパージ操作を自動化することによって、配管切換えによる水

分混入防止及びパージ操作に係る作業の軽減を図ることができた。しかしながら、水分計維持装

置内を循環するパージ用ヘリウムガスの水分濃度を低下させた状態でも、循環ポンプによる連続

運転を開始すると、水分濃度が徐々に上昇する現象が発生することが判明した。この水分濃度が

上昇する要因を検討した結果、系統からの微少リーク及び系統内の残存水分の影響が考えられた。 
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微少リークの可能性としては、原子炉停止期間毎に実施している水分計パージ作業に伴う出入

口配管閉止プラグの開閉操作による、閉止プラグのシール機能の低下が考えられた。そこで、出

入口配管の更新を行うとともに、更新した配管に吸着した水分による水分濃度の上昇を考慮し、

配管内のパージ作業を継続し実施した。 

もう一つの要因としては、残存水分によるオフガス現象である。これは、ガス経路の配管、バ

ルブ、継ぎ手、ポンプ、バッファー、電磁弁などのガス体の接触する箇所の内部は細孔になって

おり、この細孔が基礎水分を持つことに起因している。すなわち、ドライガスを長時間流すと、

内部の水分が離脱してドライガスが持つ水分量で一旦は平衡に達して収束する。しかしながら、

この状態でガス流を止めて密封すると、この平衡状態が崩れ、細孔から水分が出てくる現象がお

こる。これが閉止時における水分濃度上昇の要因であると考えられる。この水分濃度上昇を抑止

するためには、配管や設置部品の内部構造に対して特殊な研磨、コーティング、化学的表面処理

などを施し、細孔からの水分放出を最小限にする方法があるが、こうした処理には膨大なコスト

を要し、HTTR の水分計維持装置に採用することは困難である。 

 

2.5.4 水分計維持装置の改良 

 従来の水分計維持装置は、低い水分濃度のヘリウムガスを完全な閉ループで循環することで微

量水分計を使用可能な状態に維持することを目的に製作した。しかしながら前述のとおり、パー

ジ操作終了後ガス流を止めて密封すると徐々に水分濃度が上昇する事象が発生した。そのため、

閉ループでの維持運転中においても、放出される微量水分除去が必要となることが分かった。そ

こで、最も現実的な方法として、ドライカラムなどの熱源や動力を使用しない脱湿材(モレキュラ

ーシーブ)をループ内に設置し、閉ループでの維持運転においても水分除去を継続して行い、結果

として系統内の水分濃度が 20ppm を超えることないよう、水分計維持装置の改良を行った。水分

計維持装置改良後の系統図を第 2.5.3 図に示す。また、ドライカラムの外観を第 2.5.4 図に示す。 

 
2.5.4 水分計維持装置の改良による改善効果 

水分計維持装置の改良を行ったことで、以下に示す改善効果が確認された。 

 (1) ドライカラムを介した連続循環運転が可能となったことで、水分計を低湿度環境下で維持管

理することが可能となった。 

(2) ドライガスの消費量が大幅に低減したことから、微量水分計の維持費を軽減することが可能

となった。 

今後は、原子炉停止期間における本装置の運用実績を蓄積しながら、さらなる機能性、実用性

の向上について検討していく方針である。 

 

第 2.5.1 表 １次冷却材中の不純物（水分）の管理目標値 

運転モード 原子炉出口冷却材温度 管理目標値 

定格運転 800℃以上 原子炉入口で 0.5vol ppm 以下 

高温試験運転 900℃以上 原子炉入口で 0.2vol ppm 以下 
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第 2.5.1 図 水分計維持装置系統図 
 
 

 
 

第 2.5.2 図 水分計維持装置の外観 
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第 2.5.3 図 水分計維持装置系統図（改良後） 

 
 

 

 
第 2.5.4 図 ドライシステムの外観 



JAEA-Review 2011-036 

- 31 - 

2.6 支持構造物の分解点検 

2.6.1 概要 

 HTTR では、機器健全性の観点から高温機器に発生する熱膨張に追従して熱応力を減少させる

構造として、3 次元の浮動支持方式が取り入れられている。支持構造物は、コンスタントハンガ、

リッジハンガ等のハンガ類及び油圧防振器（オイルスナバ）により構成されている。これにより、

熱膨張等の緩慢な変位挙動は比較的自由であり、地震等の急激な挙動はオイルスナバにより拘束

することができる。 

 オイルスナバは、機器配管系の熱変位を拘束することなく、油圧を媒体として、地震時におけ

る機器の振動を防止し、減衰させることができる。このオイルスナバには、摺動部材が存在する

ため、定期的に分解点検を行い、消耗品を交換するとともに、オイルシール部の摩擦力、オリフ

ィスでの流動抵抗力等の抵抗力を確認している。 

 HTTR では、400℃近い高温となって変位挙動が大きくなる主冷却設備のうち PPWC、IHX 及

び SPWC の容器、配管に取付けられているオイルスナバ 42 台を定期的に分解点検しており、今

回の点検では、中間熱交換器用のオイルスナバ等の 5 台について、現地にて分解点検を実施した。 

 

2.6.2 点検状況 

 対象となるオイルスナバを取り外した後、分解して各部品の状態確認、消耗品の交換を実施す

るとともに、組立後に耐圧漏えい試験、低速走行試験を実施した。 

(1) 分解（部品手入れ、消耗品交換） 

 分解した各部品を洗浄後、外観状態を確認するとともに、消耗部品である O リング等のシール

材を交換した。概略の分解手順を第 2.6.1 表に示す。オイルスナバの取付状況と手入れ後の部品

の状況を第 2.6.1 図及び第 2.6.2 図に示す。 

 外観状態を確認した結果、各部品に異常は見られなかったが、シール材の一部に、使用上は問

題とはならない程度の劣化の進行が見られた。 

(2) 耐圧漏えい試験 

 オイルスナバを耐圧用油圧ポンプに接続し、定格荷重での最大内圧の 1.5 倍に相当する内圧を

３分間以上加圧して保持した後、目視にて変形、緩み、油漏れ等の異常がないことを確認した。

耐圧漏えい試験の実施状況を第 2.6.3 図に示す。 

 試験の結果、シール部からの油漏れなどの異常はなかった。 

(3) 低速走行試験 

 オイルスナバを簡易試験機に取付け、ピストンロッドを 0.5mm/sec、1.0mm/sec、2.0mm/sec の

各移動速度にて引張り側、圧縮側の両方向に対し全ストロークの 80％移動させた時の抵抗力を測

定した。試験の実施状況を第 2.6.4 図に示す。 

 試験の結果、抵抗力は全て規定値内であること、また、走行中の油漏れもなく、円滑に走行す

るなどを確認した。 
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2.6.3 まとめ 

HTTR の支持構造物のうちオイルスナバは、設置後 2 年経過した平成 11 年度から平成 15 年ま

での 5 年間で、42 台全てを分解点検した。これにより設置後 7 年経過しているオイルスナバに、

有意な劣化の兆候が見られないことから、その後は機器の状態を見ながら点検周期を伸ばすこと

とした。 
平成 23 年度の点検により、分解点検対象 42 台のうち 11 台の分解点検が完了している。HTTR

で発生した幾つかの不具合により、HTTR が運転していない年もあることから、当初の予定より

も点検周期は長くなっている。 
一方、分解点検対象のオイルスナバは、格納容器内という塵や埃の少ない環境に設置されてい

ること、また平成 21 年度以降は 1 サイクルの連続運転日数が長くなっており、褶動サイクルが

従来よりも減っている。このため、従来よりも穏和な条件で使用されおり、結果として、現在の

ところ劣化の兆候は軽微であることを確認している。 
今後は、支持構造物の状態を適宜観察しながら、点検費用の節減と機器の健全性確保が両立で

きるよう、適切な点検頻度を検討することとしている。 
 

 

 

第 2.6.1 表 オイルスナバの分解手順（概略） 

① 分解前に各部品に合いマークをつける。 

② オイルリザーバの取外し、オイルリザイーバ内の作動油を抜き取る。 

③ ブーツを取外す。 

④ 弁部を取外す。(圧縮側、引張側の両側を外す) 

⑤ タイロッドを取外す。 

⑥ ロッドカバーを取外す。 

⑦ ピストンロッドを取外す。 

⑧ シリンダを取外す。 

⑨ 交換するシール材(O-リング・バックアップリング等)を除去する。 

⑩ 洗浄・手入れ(各部品の洗浄、作動油・グリース等の除去) 
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第 2.6.1 図 オイルスナバの取付状況 

 

 

 

 

      第 2.6.2 図 手入後の部品の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.6.3 図 耐圧漏えい試験の実施状況 

 

 

 

     第 2.6.4 図 低速走行試験の実施状況 
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３． 安全性実証試験の成果 
                      

Result of Safety Demonstration Tests 
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安全性実証試験は、HTTR を用いて異常状態を模擬した試験を行い、高温ガス炉の固有の安全

性を示すとともに、原子炉挙動データを取得して安全解析コードの予測精度を向上させることに

より、高温ガス炉の安全設計・安全評価技術を高度化することを目的としている。 
 これまで安全性実証試験として、制御棒引抜試験、循環機回転数低下試験及び循環機停止試験

を行ってきた。本年度から、さらに厳しい条件における試験として、炉心流量喪失試験と炉心冷

却喪失試験を開始した。「炉心流量喪失試験」は、原子炉出力制御系を切離し、1 次ヘリウム循環

機を 3 台停止して強制循環冷却機能の全喪失を模擬する試験である。「炉心冷却喪失試験」は、

原子炉出力制御系を切離し、1 次ヘリウム循環機を 3 台停止して強制循環冷却機能の全喪失を模

擬するとともに、炉容器冷却設備を停止させ、原子炉圧力容器表面からの熱を強制的に除去する

機能を部分喪失又は全喪失させる試験である。 
 平成 22 年度は、下記の試験を実施した。 
① 炉心流量喪失試験 

原子炉出力 9MW からの循環機 3 台停止試験       平成 22 年 12 月 21 日 
② 炉心冷却喪失試験 

原子炉出力 9MW からの炉容器冷却設備 1 系統停止試験  平成 23 年 1 月 24 日 
 
3.1 炉心流量喪失試験 

（1）試験の目的 

炉心流量喪失試験は、原子炉出力制御系を切り離し、1 次ヘリウム循環機を全数停止（3 台）

して強制循環冷却機能の全喪失時に、原子炉停止系が作動しない場合でも、負の反応度フィー

ドバック特性により原子炉出力が低下し、静定するとともに、燃料温度の変化が緩慢であるこ

とを実証する。また、原子炉出力低下に伴う燃料温度及び減速材温度の低下、並びにキセノン

濃度の低下により正の反応度添加が生じ、一時的に原子炉出力が上昇しても、負の反応度フィ

ードバック特性により原子炉出力は直ちに低下することを実証する。 

 
（2）試験の内容 

原子炉出力制御系を切り離した状態で、中央制御室にある停止スイッチにより 1 次ヘリウム

循環機を 3 台（A,B,C 号機）停止させることにより試験を実施し、データを取得する。（但し、

停止にあたり急速制動停止は実施しない） 

 
（3）試験条件 

試験条件を以下に示す。 

試験名称 炉心流量喪失試験 

運転モード 定格・単独運転 

原子炉出力 9MW（初期出力） 

循環機停止台数 3 台（A,B,C 号機） 
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（4） 計測・監視項目 

試験中は以下のデータを取得した。 

・ 原子炉出力（広領域中性子束） 

・ 原子炉出力（出力領域中性子束） 

・ 反応度 

・ 原子炉入口冷却材温度 

・ 1 次側部遮へい体温度 

・ 1 次上部遮へい体温度 

・ 原子炉圧力容器台座コンクリート局部温度 

・ 1 次純化入口加熱器出口温度 

・ 1 次純化 S/P パージガス流量 

・ 1 次 SMP 1 次純化設備戻り He 流量 

・ IHX バイパス流量 

・ 1 次 PWC ヘリウム循環機（流量、回転数） 

・ プレシピテータ流量 

・ 1 次 PWC 出口 He 圧力 

 
（5）計測・監視方法 

プラント計算機、反応度測定装置、高速データ収集システム（TETRIS）、オペレーターズス

テーション（OPS）及び、LAN カメラを用いて試験データの計測、監視を行った。 

 

（6）試験手順 
  試験は第 3.1.1 図に示す手順で実施した。 

 

（7）試験結果 

1 次ヘリウム循環機を 3 台停止して強制循環冷却機能を全喪失させ、冷却材の流量をほぼゼ

ロにすることにより、燃料温度が上昇して瞬間的に負のドップラー反応度が添加されるため原

子炉出力は急激に低下する。その後、燃料温度の低下によりドップラー反応度は正となるが、

減速材の温度変化による反応度（減速材反応度）及びキセノン濃度変化による反応度（キセノ

ン反応度）が低下し、炉心全体では反応度は負となり、原子炉出力はほぼゼロとなった。その

後、主にキセノン濃度の低下により、試験開始約 4 時間後に出力の上昇が緩やかに始まり、約

8 時間後に原子炉出力は約 1％となった。 

炉心強制冷却が停止することにより、崩壊熱は炉心から固定反射体、圧力容器へと熱伝導に

より伝えられる。高温プレナム部側部の固定反射体内面温度は、試験開始後上昇し、試験開始

2 時間から緩やかに下降し始めた。一方、炉心上部側部の固定反射体内面は試験開始 2 時間か

ら緩やかに温度は上昇し静定した。 
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原子炉圧力容器の表面温度は測定したどの位置においても時間の経過とともに低下してお

り、原子炉内部の熱が圧力容器表面から放熱され、炉容器冷却設備により原子炉が冷却されて

いることを示している。また、胴下部や下鏡では炉心からの熱伝導に比べ炉容器冷却設備への

放熱量が多いため 30～40℃程度の温度低下が見られた。 

燃料破損検出装置の計数率には有意義な上昇は見られず、燃料温度の上昇や破損はなく、炉

心温度は緩やかに変化していると推定される。 

 
3.2 炉心冷却喪失試験（1 系統停止） 

（1）試験の目的 

炉心冷却喪失試験（原子炉出力 9MW からの炉容器冷却設備１系統停止試験）は、原子炉出

力制御系を切離し、1 次ヘリウム循環機を 3 台停止して強制循環冷却機能の全喪失を生じさせ

るとともに炉容器冷却設備を 1 系統停止させ、原子炉圧力容器表面からの熱を強制的に除去す

る機能を部分喪失した場合において、原子炉停止系が作動しなくても負の反応度フィードバッ

ク特性により原子炉出力が低下し、原子炉が安定な所定の状態に落着き、この間、燃料温度、

炉内構造物温度、炉容器冷却設備冷却水温度、遮へい体コンクリート温度等の変化が緩慢であ

ることを実証する。また、原子炉出力低下に伴う燃料温度及び減速材温度の低下、並びにキセ

ノン濃度の低下により正の反応度添加が生じ、一時的に原子炉出力が上昇しても、負の反応度

フィードバック特性により原子炉出力は直ちに低下することを実証する。 

 

（2）試験の内容 

原子炉出力制御系を切り離した状態で、中央制御室にある停止スイッチにより 1 次ヘリウム

循環機を 3 台（A,B,C 号機）停止させたのち、炉容器冷却設備 1 系統（A 系統 2 台の循環ポン

プ）を停止させることにより試験を実施し、データを取得する。（但し、循環機停止にあたり急

速制動停止は実施しない） 

 

（3）試験条件 

試験条件を以下に示す。 

試験名称 炉容器冷却設備停止試験 

運転モード 定格・単独運転 

原子炉出力 9MW（初期出力） 

循環機停止台数 3 台（A,B,C 号機） 

炉容器冷却設備停止系統 A 系統（循環ポンプ：AA,AB 号機） 
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（4） 計測・監視項目 

試験中は以下のデータを取得した。 

・ 原子炉出力（広領域中性子束） 

・ 原子炉出力（出力領域中性子束） 

・ 反応度 

・ 原子炉入口冷却材温度 

・ 1 次側部遮へい体温度 

・ 1 次上部遮へい体温度 

・ 原子炉圧力容器台座コンクリート局部温度 

・ 炉容器冷却水パネル温度 

・ 1 次純化入口加熱器出口温度 

・ 炉容器冷却水パネル流量 

・ 1 次純化 S/P パージガス流量 

・ 1 次 SMP 1 次純化設備戻り He 流量 

・ IHX バイパス流量 

・ 1 次 PWC ヘリウム循環機（流量、回転数） 

・ プレシピテータ流量 

・ 1 次 PWC 出口 He 圧力 

 
（5）計測方法 

プラント計算機、反応度測定装置、高速データ収集システム（TETRIS）、オペレーターズス

テーション（OPS）及び、LAN カメラ用いて試験データの計測、監視を行った。 
 

（6）試験手順 
  試験は第 3.2.1 図に示す手順で実施する。 

 
（7）試験結果 

炉容器冷却設備は 1 系統で必要な除熱性能を維持できるように設計されているので、炉容器

冷却設備を 1 系統停止した場合、圧力容器の上鏡温度に数℃の違いはあったが、炉心流量喪失

試験の挙動とほとんど変わらない。運転を停止した系統の冷却水の温度上昇は約 10℃に抑制さ

れ、機器の設計温度を十分下回ることを確認した。 

原子炉圧力容器を取り囲んでいる 1 次遮へい体コンクリートについて、炉容器冷却設備停止

試験中の温度変化は 1℃以内であり、コンクリートの冷却に関しては炉容器冷却設備を 1 系統

停止しても、伝熱挙動に大きな変化はないことを確認した。 
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3.3 まとめ 

HTTR を用いた 9MW における炉心流量喪失試験及び炉心冷却喪失試験（炉容器冷却設備 1
系統停止試験）により、炉心の強制冷却喪失時に原子炉スクラム失敗が生じても、負の反応度

フィードバック特性により原子炉出力が低下し、静定するとともに、燃料温度の変化が緩慢で

あることが実証できた。また、炉容器冷却設備を 1 系統停止した状態での設備への影響を確認

するとともに、炉容器冷却設備及び遮へい体コンクリートの伝熱挙動を評価するためのデータ

を取得した。 
今後は、得られたデータを基に 24MW 及び 30MW(100％出力)からの炉心流量喪失試験、

9MW での炉心冷却喪失試験（炉容器冷却設備 2 系統停止試験）に向けて、運転中に発報する

警報の摘出や試験中及び試験終了時に機器に与える影響等の事前評価を進めるとともに、炉内

の温度変化、出力変化の詳細評価、炉容器冷却設備及び遮へい体コンクリートの温度評価も併

せて実施する。 
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第 3.1.1 図 炉心流量喪失試験の試験手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環機 3 台停止試験の開始

初期状態確認

循環機 3 台停止試験の運転モード選択装置投入

1 次ヘリウム循環機 3 台（A,B,C 号機）の停止

中性子束、原子炉入口温度、コンクリート温度等の監視、計測 

原子炉を手動スクラムにより停止

循環機 3 台停止試験の終了



JAEA-Review 2011-036 

- 43 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1 図 炉心冷却喪失試験の試験手順 

原子炉を手動スクラムにより停止

炉容器冷却設備 1 系統（A 系統）の循環ポンプ 1 台（AA 号機）起動 

炉容器冷却設備停止試験（1 系統）の開始

初期状態確認

炉容器冷却設備停止試験の運転モード選択装置投入 

1 次ヘリウム循環機 3 台（A,B,C 号機）の停止

炉容器冷却設備 1 系統（A 系統）の循環ポンプ 2 台（AA,AB 号機）停止 

炉容器冷却設備停止試験（1 系統）の終了

中性子束、原子炉入口温度、炉容器冷却設備、コンクリート温度等の監視、計測



 

This is a blank page. 
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４． 放射線管理 
                      

Radiation Management 
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4.1 放射線作業時の管理 

平成 22 年度において実施された主な放射線作業は、原子炉の安全性実証試験、施設定期自主検

査及びヘリウム循環機中間フランジ部点検作業である。施設の放射線管理として、管理区域内及

び放出放射性物質の定期的な放射線モニタリングを実施したほか、上記を含む多くの放射線作業

について、随時、放射線モニタリングを実施し、放射線管理を適切に行った。 

（1）原子炉運転中等の管理 

HTTR において運転サイクル RS-12（安全性実証試験：9MW、単独運転）が平成 22 年 12 月

13 日～12 月 21 日、運転サイクル RS-13（安全性実証試験：9MW、単独運転）が平成 23 年 1

月 17 日～1 月 24 日に実施された。 

原子炉運転中において人が立ち入る場所の放射性物質濃度、線量当量率及び表面密度、並び

に排気中の放射性物質濃度及び管理区域境界の線量当量率の測定を行った。測定結果は全て異

常がなく、放射線管理上の問題はなかった。また、原子炉運転中における作業者の被ばくもな

かった。 

原子炉停止後に人が立ち入る場所の放射性物質濃度、線量当量率及び表面密度の測定を行っ

た。測定結果は原子炉運転中と同様に全て異常がなく、放射線管理上の問題はなかった。なお、

原子炉格納容器内は、立入制限区域として設定されている、１次冷却設備ヘリウム循環機のフ

ィルタ付近等の線量当量率が、地下中 3 階グレーチング床上約 1m で 大 10μSv/h であった。 

（2）施設定期自主検査作業中の管理 

平成 23 年 2 月 1 日から施設定期自主検査作業が開始された。これまで、炉容器冷却設備定期

点検作業等の作業が行われたが、放射線管理上の問題は発生していない。 

（3）ヘリウム循環機中間フランジ部点検作業 

  平成 22 年 4 月 12 日～5 月 11 日において、ヘリウム循環機中間フランジ部点検作業が行われ

た。本作業は作業区域内の線量当量率を考慮し、事前に「放射線作業届」を提出させて、作業

方法、被ばく低減対策について指示した上で、作業を管理した。本作業における線量当量率は

作業エリア 大で 130μSv/h(１次加圧水冷却器側面)、作業者の被ばくは、個人 大 0.2mSv、集

団 1.1 人・mSv(APD 値)で、計画線量(1.5mSv)の約 1/8 であった。なお、本作業における空気汚

染、表面汚染は検出されなかった。 

（4）その他の作業 

その他の作業については、放射線管理上の問題はなかった。 

 
4.2 個人被ばく管理 

平成 22 年度における放射線業務従事者の被ばく結果について第 4.2.1 表に示す。平成 22 年度に

おける職員等及び請負業者の個人 大線量は 0.2mSv であり、放射線業務従事者に係る線量限度

を十分下回っていた。また、内部被ばくについては、定期的に行う確認検査（四半期ごとに全身

計測、3H）を実施した結果、全て検出下限値未満であった。 
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4.3 排気及び排水の管理 

HTTR の排気筒から放出した放射性気体廃棄物は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太

平洋沖地震後に採取した試料に有意な放射性物質が検出された。これは施設の状況等から東京電

力福島第一原子力発電所（以下、「東電福島第一原発」という）からの放射性物質放出に伴う影響

であり、これ以外に施設に由来する放射性物質の放出はなかった。また、廃液貯槽から一般排水

溝へ放出した放射性液体廃棄物は、放出管理目標値に比べて十分低い値であり異常な放出はなか

った。 

（1）排気中の放射性塵埃及び放射性ガスの管理 

HTTR 排気筒から放出された放射性塵埃及び放射性ガスの測定結果を第 4.3.1 表に示す。放射

性塵埃の 大濃度は、全 β：9.8×10-10 Bq/cm3、131I：1.7×10-6 Bq/cm3、134Cs：9.5×10-9 Bq/cm3 であ

り、年間放出量は、131I：2.7×107Bq/年、134Cs：1.8×105 Bq/年であった。放射性物質が検出され

た試料は、地震発生以降に採取したもので、これは東電福島第一原発から放出された放射性物

質の影響であり、これ以外に施設に由来する放射性物質の放出はなかった。 

なお、131I については放出管理目標値がさだめられているが、この値に比べ十分低い値であっ

た。 

（2）放射性廃液の管理 

HTTR の放射性廃液貯槽から一般排水溝を経由して放出された、放射性物質濃度が低い放射

性廃液の 大濃度及び年間放出量を第 4.3.2表に示す。有意に検出された核種は 3Hのみであり、

それ以外は、年間を通して全て検出下限濃度未満であった。3H の 大濃度は、3.0×101 Bq/cm3、

年間放出量は、1.1×108 Bq/年であった。3H の年間放出量は、放出管理目標値に比べて十分低い

値であった。また、洗浄廃液等放射性物質濃度が比較的高く、タンクローリにより廃棄物管理

施設に引渡した放射性液体廃棄物は、3H：8.3×108Bq、4.0m3 であった。 

 

4.4 放射線管理設備に係る保守管理 

4.4.1 施設定期自主検査等 

 核燃料物質使用施設等保安規定第 2 編第 33 条に基づき、平成 22 年 6 月 7 日から平成 22 年 8

月 4 日おいて放射線測定機器の施設定期自主検査を実施し、保安に関連を有する設備及び機器に

ついて所定の性能が維持されていることを確認した。結果については、安全管理部長に報告する

とともに、HTTR 運転管理課長に通知した。 

 
4.4.2 修理及び改造 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震を受けて、管理区域内の放射性物質濃度

の上昇を回避するために給排気設備が停止された。この措置に伴い放射線管理設備のサンプリン

グを停止した。その後、3 月 28 日に給排気設備が稼動されたことに伴い、放射線管理設備を通常

状態に復帰したところ、排気ガスモニタ 2（トリチウムの放出監視用）の指示値が上昇し、3 月

30 日の夜間に一時的に警報設定値に達し警報を発する事象が生じた。 

警報発生を受けて、トリチウム放出の有無を確認するため、排気筒の空気に含まれるトリチウ

ム濃度を測定した結果、トリチウムの放出がないことを確認した。 
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今回の指示値上昇については、その後、配管接続部からの空気混入の有無の調査、電源系統、

信号系統及び電離箱検出器の点検・調査を行い、配管接続部等からの空気混入及びエレクトロメ

ータと電離箱検出器集電極部の緩みが原因であることが判明した。このため締め付けにより緩み

を無くすとともに、リーク試験、線源校正等により設備の健全性を確認した後、通常の運用状態

に復帰した。この緩みは、東北地方太平洋沖地震により発生したものと推定される。 

なおこの期間、代替測定として全 β核種の測定が可能な通気型電離箱を用いて、排気系空気中

の放射性物質濃度を継続監視し、異常のないことを確認している。 

 今年度、保安規定における改造計画の提出に該当する改造はなかった。 

 

 

第 4.2.1 表 放射線業務従事者の実効線量の状況 

 

 

（注）職員等：職員、出向職員をいう。 

  外来研究員等：外来研究員、共同利用研究者をいう。 

実 効 線 量 分 布 （人） 

作業者区分 
放射線業 
務従事者 
 （人） 

検出下限 

線量未満 

0.1mSv 以上 

1.0mSv 以下 

1.0mSv 超え

5.0mSv 以下

5.0mSv 超え 

1５mSv 以下

1５mSv を

超える者

平均線量 

(mSv) 

大線量 

(mSv) 

集団線量

(人･mSv) 

職員等 65 64 1 0 0 0 0.00 0.2 0.2 

外 来 研 究 員 等 3 3 0 0 0 0 0.00 0.0 0.0 

請負業者 211 207 4 0 0 0 0.00 0.1 0.4 

全作業者 279 274 5 0 0 0 0.00 0.2 0.6 
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第 4.3.1 表 HTTR から放出された放射性気体廃棄物 
 

種 類 
測定線種 
及び核種 

大濃度 
(Bq/cm3) 

年間放出量*1 
(Bq/年) 

全 α ＜3.0×10-11 ― 
全 β 9.8×10-10*2 ― 
137Cs ＜2.2×10-10 0 

131I 1.7×10-6*2 2.7×107*2 
放射性ダスト 

134Cs 9.5×10-9*2 1.8×105*2 
3H ＜4.7×10-5 0 

放射性ガス 88Kr、138Xe 等 ＜1.7×10-3 0 
 （注）年間放出量は、 大濃度が検出下限濃度未満の場合放出量を“0”として集計した。 

*2 東電福島第一原発の被災に伴う影響 
 

*1：HTTR の放出管理目標値（気体廃棄物） 

種 類 核 種 
放出管理目標値 

(Bq/年) 
放射性希ガス 88Kr、138Xe 等 3.7×1013 
放射性ヨウ素 131I 3.2×109 
トリチウム 3H 1.1×1013 

 
第 4.3.2 表 HTTR から放出された放射性液体廃棄物 

 

主な核種 
大濃度 

(Bq/cm3) 

年間放出量*3 

(Bq/年) 

廃液量 

(m3) 
3H  3.0×101 1.1×108 

60Co ＜2.5×10-3 0 
137Cs ＜2.3×10-3 0 

その他 ＜1.5×10-2 0 

2.3×101 

（注）年間放出量は、 大濃度が検出下限濃度未満の場合放出量を“0”として集計した。 

 
*3：大洗研究開発センターの放出管理目標値（液体廃棄物） 

核 種 放出管理目標値(Bq/年) 
3H 3.7×1012 

総量 2.2×109 
60Co 2.2×108 

 

3H 以外 
 137Cs 1.8×109 
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５． 技術開発 
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5.1 温度係数測定試験 

5.1.1 概要 

温度係数とは、炉心の温度上昇量に対して原子炉の反応度の増加量を表す尺度である。そ

のため、温度係数は炉心特性を評価するうえで重要な因子である。 
これまで HTTRでは、平成 11年及び平成 12年に燃焼初期での原子炉出力 30kW（約 0.1%）

及び 9MW（約 30%）の温度係数を測定した。現在、HTTR の運転に伴い、燃料の燃焼日数

（EFPD）が約 375 日まで増加し、設計寿命 660 日の半分を過ぎた。そこで再び原子炉出力

9MW 及び 30kW の温度係数を測定し、温度係数の燃焼日数依存性を調査した。 
 
5.1.2 試験手順 

(1) 原子炉出力 9MW の温度係数測定試験 
a) 原子炉出力を 9MW で保持し、原子炉入口冷却材温度が約 180℃で安定していること

を確認する。この時の制御棒位置を測定する。 
b) １次加圧水空気冷却器の除熱量を減少し、原子炉入口冷却材温度を約 180℃から約

210℃まで上昇させる。この際、原子炉出力は自動制御されているため、温度上昇に

伴う反応度低下により制御棒は引き抜かれる。 
c) 原子炉入口冷却材温度が約 210℃の静定状態であることを確認した後、制御棒位置を

測定する。 
d) １次加圧水空気冷却器の除熱量を増加し、原子炉入口冷却材温度を約 210℃から約

180℃まで降下させ初期状態に復帰させる。 
(2) 原子炉出力 30kW の温度係数測定 

a) 原子炉出力が 30kW、原子炉入口冷却材温度が 120℃で安定していることを確認する。

この時の制御棒位置を測定する。 
b) C 制御棒を全挿入し原子炉を未臨界とする。 
c) 加圧水循環ポンプ及びガス循環機によって、原子炉入口冷却材温度を約 120℃から約

140℃まで、36 時間上昇させる。 
d) 原子炉入口冷却材温度が約 140℃の静定状態を確認し、C 制御棒を手動にて引抜き臨

界とし、さらに制御棒を操作し、FS パターンで原子炉出力を 30kW とする。ここで、

R3 制御棒を全引き抜きとし、C,R1 及び R2 制御棒位置の差を±2mm 以内でそろえ

た状態を FS パターンと称する。 
e) C 制御棒を全挿入し原子炉を未臨界とし、加圧水循環ポンプ及びガス循環機によっ

て、原子炉入口冷却材温度を約 140℃から約 120℃まで降下させる。 
 

5.1.3 試験結果 
原子炉出力 9MW の温度係数測定試験では、炉心温度の差は約 30℃、平均制御棒位置の

差は約 15 mmである。原子炉出力 30kWの温度係数測定試験では、炉心温度の差は約 20℃、

平均制御棒位置の差は約 16 mm である。第 5.1.1 図に温度係数の解析値及び測定値の燃焼日

数依存性を示す。図から、解析値と測定値はほぼ一致していることを確認した。 
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5.2 熱負荷変動試験の検討 

5.2.1 概要 

商用高温ガス炉として、発電システムと水素製造システムを併設した電力水素併産型高温ガス

炉 (GTHTR300C) の設計研究が行われており、水素製造システムで熱負荷の変動が生じた場合

にも電力が安定して供給できることが設計条件として求められている。この、水素製造システム

の実証を目的として、HTTR を用いて水素製造を行う HTTR－IS システムが計画されている。

これらの水素製造システムで熱負荷の変動が生じた場合、原子炉の運転に影響を及ぼさないこと

を HTTR を用いて実証し、原子炉システムの応答挙動解析コードを開発するためのデータベース

を構築する目的で、熱利用系負荷変動の影響確認のための試験（熱負荷変動試験）を計画した。

平成 22 年度は熱負荷変動試験を具体化するための予備検討を行った。 
 
5.2.2 試験方法の検討 

商用高温ガス炉水素製造システムでは、水素製造システムの異常等による負荷変動が生じても

原子炉への影響を緩和し、発電系の運転継続に影響を及ぼさないことを設計方針としている。そ

こで、設計で使用する解析コードの検証用データを取得する目的で熱負荷変動試験を計画した。

熱負荷変動試験では、HTTR の 2 次ヘリウム冷却設備（加圧水冷却設備）に外乱を与えることで

熱利用系の負荷変動を模擬する。 
HTTR の 2 次冷却設備である加圧水冷却設備に外乱を与える方法として、加圧水空気冷却器

（ACL）のファン 6 台の一部または全てを停止する方法を考えた。（以下、ACL ファン停止試験

という。）加えて、原子炉出力 90％以上で投入可能となる原子炉出口温度制御系の状態が作動

（ON）もしくは不作動（OFF）で原子炉出口冷却材温度の変動に影響を与えることから、試験

内容は以下のように整理した。 
a) ACL ファン停止試験は定格／単独運転モードで実施する。 
b) 加圧水温度の変化に対して原子炉出口温度を一定に制御できることを確認する。 
c) 原子炉入口温度が上昇した時の原子炉の過渡特性を確認する。 
d) 原子炉出口温度制御系の作動状態に関しては、原子炉出力が 90％以上もしくは 90％未

満で分類する。 
解析コードの検証のためのデータとしては原子炉出力等の原子炉側の変動が大きいことが望ま

しい。そこで、事前解析では一部の制御系による制御は考慮せず、原子炉の挙動について解析を

行った。また、現状設備では制限される試験条件もあることから、ソフト及びハードの両面から

設備改造の要否について検討する。 
 

5.2.3 熱負荷変動試験の予備解析結果 

(1) 解析条件 

ACL ファン停止試験について動特性解析コード ACCORD を用いて解析を行った。ACL ファ

ン停止試験の解析の初期条件を第 5.2.1 表に示す。原子炉出力は 30~100%とし、ACL ファン停

止台数は 1～6 台、外気温度は 15℃と設定した。また、第 5.2-2 表に解析の制御系の状態を示す。
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除熱性能の変動時のプラント全体の挙動を確認するため、原子炉出力制御系、原子炉入口温度制

御系及び原子炉出口温度制御系は手動（不作動）とした。スクラム信号については、本解析の目

的が試験時のプラントの挙動を見るということから、全ての信号を切り離した状態（スクラムし

ない状態）で解析を行った。 
(2) 解析結果 
本解析では、定常解析を行うため、計算開始後ヌルトランジェントを設け、全体の状態が静定

したところで ACL ファンを停止させて空気風量を 10 秒で低下させ、ファン停止後 12 時間の挙

動について解析を行った。ACL ファンは 6 台設置されているうちの 1～6 台を停止させることと

し、各条件について解析を行った。 
第 5.2.1図～第 5.2.4図に初期原子炉出力 100％からのACLファン停止試験の解析結果を示す。

第 5.2.1 図は原子炉出力、第 5.2.2 図は原子炉入口冷却材温度、第 5.2.3 図は原子炉出口冷却材温

度、第 5.2.4 図は PPWC 出入口加圧水温度の時間変化をそれぞれ示している。これらの図中には

ファン 1～4 台停止の結果を示している。ファン 5 台停止及び 6 台停止の場合は、加圧水温度が

飽和温度を超える結果となったため、ここには示していない。 
ACL ファンを停止することにより PPWC 入口加圧水温度が上昇し、除熱性能が低下すること

により原子炉入口冷却材温度が上昇する。その結果、炉心温度が上昇し、負の反応度効果により

原子炉出力が低下する。8 時間経過後に、系統内の温度が下がったことによる正の反応度添加が

生じる。 
(3) 実施可能な試験条件の検討 

解析結果を基に、設備を改造しないで試験を実施できるかどうか、試験を実施した場合に重要

な警報が発報するかどうかの検討を行った。検討した結果を第 5.2.3 表に示す。 
原子炉の通常運転時に ACL ファンを停止すると、加圧水空気冷却器による除熱量が低下する

ため、加圧水温度及び原子炉入口冷却材温度が上昇する。加圧水温度制御系は加圧水温度を一定

に制御しようとするが、制御範囲を逸脱した場合は設定値に制御することができず、「加圧水温度

高」（158.4℃以上）警報によって加圧水循環ポンプがトリップすることにより「1 次加圧水冷却

器加圧水流量低」原子炉スクラム信号（定格流量の 87%以下）が発信する。また、加圧水温度の

上昇に伴い、1 次加圧水冷却器から原子炉へ戻る冷却材温度が上昇し、温度の上昇につれて「原

子炉入口ヘリウム温度高」（405℃以上）及び「1 次加圧水冷却器ヘリウム循環機出口温度高注意」

（418℃以上）警報が順次発信し、「1 次加圧水冷却器出口ヘリウム温度高」原子炉スクラム信号

（425℃以上）が発信する。 
これらの警報は、安全上重要な警報であり、変更するには大きな改造が必要となる。よって、

これらの警報が発報する条件では試験は実施できず、表中に×で示した。更に、今回検討した試

験条件全てにおいて「原子炉入口温度変差大」または「加圧水温度制御系偏差大」警報が発信す

る結果となったが、制御系を作動させない条件で試験を行っているため、これらの警報について

は許容できるものと考えられるため、表中に△で示した。 
なお、原子炉出口温度制御系を自動とした場合、制御棒の引抜きにより原子炉出口温度を設定

値に制御するため、原子炉出力及び原子炉出口温度は設定値に保持されるので、運転上の制限に

影響しない。 
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5.2.4 まとめ 

HTTR を用いて熱利用系の変動が原子炉側に与える影響を調べる熱負荷変動試験の内容につ

いて、予備解析等を行い以下の結論を得た。 
(1) ACL ファン停止試験の予備解析結果から、ファン 1～4 台停止で原子炉出力は有意な変

化を示し、コード検証に有効なデータを取得可能であることを示した。 
(2) ACL ファン停止試験において警報が発信すると予想される試験条件を抽出し、重要な警

報が発信しない条件で試験を行うことができる。 
今後は、得られた結果や過去の類似の試験を基に、抽出した試験条件で試験を遂行することが

できるかどうかより詳細に検討する。 
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第 5.1.1 図 温度係数の解析値及び測定値の燃焼日数依存性 
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第 5.2.1 表 ACL ファン停止試験の解析の初期条件 
 

原子炉出力 30％,40％,50％,60％,70％,80％,90％,100％ 
ファン停止台数 1 台,2 台,3 台,4 台,5 台,6 台 
外気温度 15℃ 
試験時間 12 時間と設定 

 
第 5.2.2 表 ACL ファン停止試験の解析の制御状態 

 

原子炉出口温度制御系   手動

原子炉出力制御系   手動

原子炉入口温度制御系   手動

加圧水温度制御系   手動

PPWC ヘリウム流量制御系 自動 
加圧水流量制御系 自動 
１次/２次ヘリウム差圧制御系 自動 
１次/加圧水差圧制御系 自動 
１次ヘリウム圧力制御系   手動

 
第 5.2.3 表 各試験条件における警報発報の検討結果 

 

ACL ファン停止台数  
1 台 2 台 3 台 4 台 5 台 6 台

30％ △ △ △ － － －

40％ △ △ △ △ － －

50％ △ △ △ △ － －

60％ △ △ △ △ － －

70％ △ △ △ △ － －

80％ △ △ △ △ － －

90％ △ △ △ × － －

原 
子 
炉 
出 
力 

100％ × × × × － －

△：制御偏差大に関する警報が発報する。 

×：設備の健全性にかかわる警報が発報する 

－：解析対象外 
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第 5.2.1 図 原子炉出力の時間変化（初期原子炉出力 100％） 
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第 5.2.2 図 原子炉入口冷却材温度の時間変化（初期原子炉出力 100％） 
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第 5.2.3 図 原子炉出口冷却材温度の時間変化（初期原子炉出力 100％） 
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第 5.2.4 図 PPWC 出入口加圧水温度の時間変化（初期原子炉出力 100％） 

 
 



 

This is a blank page. 



JAEA-Review 2011-036 

- 61 - 

 
 
 
 
 

 

 

 

６． 品質保証活動の実施状況 
                      

Present Status of Quality Assurance System
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6.1 概要 

HTTR の品質保証活動は、大洗研究開発センター品質保証計画書（平成 18 年 11 月 1 日施行）に

基づく活動に移行し 3 年半が経過したが、この間の不適合管理などの運用実績を通して、HTTR の

組織の実態に即した、実効的な改善が図られてきた。その結果、平成 22 年度の品質保証活動は、

安全性実証試験等の試験計画の立案と実施をはじめとする品質目標を、計画的に達成するととも

に、様々な面からの品証活動を効果的に展開することができた。また、センター内不適合管理要

領の一本化に対応するとともに、懸案であった原子炉の運転及び保守に係る工程管理、運転要員

の習熟教育や外部コミュニケーション伝達方法に関し、それぞれを整理、明確化して品質マネジ

メントシステムに組み入れる等の改善が実施され、品質保証活動の枠組整備を大きく進展させる

ことができた。 

 

6.2 品質保証活動の展開 

HTTR の品質保証活動に係る重要事項を審議する HTTR 品質保証委員会は、平成 22 年度、延べ

18 回開催され、39 件の議案を審議した。これらの活動実績を、品質マネジメントシステムの適切

性及び有効性の観点から分析し、平成 22 年度の品質保証活動の展開を概括した。なお、今年度の

組織改正により、施設品質保証活動に関する業務が、安全対策課から施設安全課に移行したこと

を受けて、HTTR の保安活動に係る品質保証活動組織を、第 6.2.1 図のとおり見直した。また、不

適合管理要領がセンターで一本化されたことを受けて、HTTR の品質保証活動における文書体系

について、第 6.2.2 図のとおり見直しを行った。 

 

6.2.1 原子力安全等の達成に関する外部の受け止め方 

平成 22 年度に実施された、IAEA の査察、保安検査、施設定期検査等の官庁検査並びに保安検

査官の巡視時に要望等はなかった。また、運転計画変更時等に監督官庁から、さらに平常時立入

調査時に茨城県及び隣接市町村から、HTTR に対する指摘事項等はなかった。 

HTTR では、年度を通して、不適合事象等に係る保安検査官への速やかな状況説明、茨城県等

への迅速な情報発信を行うとともに、原因調査、復旧対策等に係る随時の報告要請に対して的確

に対応し、信頼の構築に努めた。 

 

6.2.2 プロセスの実施状況及び検査･試験の結果 

(1)「業務の計画及び実施」プロセスの監視及び測定 

年度当初に、レビュー実施要領に基づく「日常的レビュー」を実施し、平成 22 年度に計画さ

れた業務について、品質保証計画書の要求事項が満たされていることを確認した。その後、計

画されたそれぞれの業務について、保安規定に基づく業務報告、高温工学試験研究炉部品質目

標の達成度確認及び課長による定期レビュー等を通して、監視及び測定を実施し、プロセスの

実施状況等を確認した。 
(a) 運転管理 

HTTR 運転計画等に基づき、高温試験運転による 50 日間の連続運転（運転サイクル HP-11）

を行い、炉心の燃焼特性、炉内構造物等の健全性等に関するデータを取得・評価するととも
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に、熱化学水素製造等の熱源として利用可能であることを実証した。 

また、安全性実証試験である循環機 3 台停止試験及び炉容器冷却設備停止試験について、

部内に検討 WG を設置して、手順、事前評価等の妥当性を審議し、HTTR 安全性実証試験計

画を立案するとともに、本試験計画に基づき、循環機 3 台停止試験（運転サイクル RS-12）及

び炉容器冷却設備停止試験（運転サイクル RS-13）を、着実に実施した。さらに、同様な手続

きに従い立案した、HTTR 特殊試験計画に基づき、それぞれの運転サイクルにおいて、温度係

数測定試験をも実施し、高温ガス炉技術の高度化に資するデータを取得した。 

 

(b) 核燃料物質等管理 

交換用の核分裂計数管を受け入れるとともに、使用済みの核分裂計数管を FMF 施設におい

て検査するための運搬に関し、HTTR 核燃料物質使用実施計画を変更(H23.2.3)し、適切に対処

した。 

 

(c) 放射性廃棄物管理 

施設、設備から発生する放射性廃棄物の年間削減計画値を、環境管理実施計画の環境目標

に掲げ、発生量の削減に計画的に取り組むとともに、センターの「不適切な廃棄物管理に係

る管理状況の調査」に、適切に対応した。 

 

(d) 保守管理 

HTTR本体施設等炉停止中作業計画に基づき、2次系圧力低下事象のフォローアップとして、

高温試験運転終了後に、すべてのヘリウム循環機中間フランジ部の締付状態を確認した。ま

た、原子炉停止後に発生した広領域中性子計装の不具合への対応として、中性子検出器 ch.2

及び ch.3 を交換するとともに、補機冷却水設備の配管からの漏水への対応として、当該配管

の更新を実施した。さらに、2 次純化設備循環機の分解点検等を、計画どおり確実に実施し、

その後の安全性実証試験等の達成に繋げた。 

 

(e) 非常時の措置 

異常時の対応に係る実績を踏まえ、不具合のレベルに対応した迅速な対応体制の構築を目

的に、HTTR 施設現場対応班の縮小体制について検討し、非常時の措置の改善を図った。また、

非常の場合に採るべき措置に関する保安教育を実施し、事故・故障又は災害が発生した場合

の対応について周知した。 

 

(2)「教育訓練」プロセスの監視及び測定 

教育・訓練実施年間計画書に基づき策定した保安教育訓練実施計画確認表に従って、計画

的に保安教育・訓練を実施し、計画した教育をすべて終了するとともに、原子力安全協定に

係る特別教育を実施するなど、幅広い知識の習熟に努めた。 
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(3)「評価及び改善」プロセスの監視及び測定 

(a) 検査及び試験 

HTTR 本体施設等施設定期自主検査実施計画に基づき、平成 23 年 2 月 1 日から平成 23 年

12 月 15 日までの予定で、施設定期自主検査を開始した。この期間に、中性子検出器 ch.1 を

交換するとともに、プラント制御装置等の点検、メンテナンスを実施計画に従って確実に進

めるとともに、保安規定に基づく自主検査を実施し、施設定期検査計画書に基づく定期検査

を受検する。 

使用施設等については、保安に直接関連する計器の校正並びに保安上重要な設備の施設定

期自主検査を行い、検査対象が所定の性能を有していることを確認した。 

 

(b) 監査 

平成 22 年度定期内部監査において、保安検査で口頭により「立入制限区域立入許可願」の

申請月日等の記載の検討を求められた件について、対応への改善を求められた。本件につい

ては、その後のセンターからの指示に従い、運転手引の改定で対応することとした。また、

改定までの期間においても、これらの日付を記載するよう、管理区域管理者名で周知した。 

その他の事項については、QMS が有効に機能していることが確認された。 

 

(c) 不適合管理 

平成 22 年は、次の 3 件の不具合事象について、不適合管理並びに是正処置及び予防処置要

領に従って、ランク C の不適合事象として、適切に不適合管理を実施した。 

(a) 工学的安全施設作動設備論理回路作動試験における不具合 

(b) 広領域中性子計装の不具合 

(c) 補機冷却水設備の配管からの漏水 

 

6.2.3 予防処置及び是正処置の状況 

(1) 予防処置の実施状況について 

平成 22 年は、センター水平展開事項として指示があった以下の 7 件について、HTTR 品質

保証委員会の審議を経て適切に予防処置を実施し、起こり得る不適合の発生を防止した。 

(a) 「応用試験棟における漏水について」に係る水平展開(2009-05) 

(b) 「管理区域での放射性物質(重水)の漏えいについて」に係る水平展開(2009-08)  

(c) 「地層処分放射化学研究施設における ICP-MS 電源部の火災について」に係る水平展

開(2010-01)  

(d) 「中国電力島根における保守管理の不備等に係る報告について｣に係る水平展開

(2010-02)  

(e) 「プルトニウム燃料第一開発室におけるグローブボックス内の火災について」に係る

水平展開(2010-03)  

(f) 「JMTR における管理区域外埋設配管のき裂に伴うセンター内の管理区域外配管の再

点検及び漏えい防止策の検討について」 
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(g) 「株式会社首藤バルブ製作所にて製造された弁の原子力施設における設置状況調査

等について」（2010-04) 

 

(2) 是正処置の実施状況について 

平成 22 年は、次の 3 件の不具合事象について、HTTR 品質保証委員会の審議を経て確実な

是正処置を計画し、不適合の原因を除去し、再発を防止するための処置を実施した。 

(a) 工学的安全施設作動設備論理回路作動試験における不具合について 

【是正処置】 常時予備品として当該論理回路を構成する制御カードを準備、事象発生

時の対応を作動検査要領書（運転手引）に明記、制御カードの交換要領を策定  

(b) 広領域中性子計装の不具合について 

【是正処置】 中性子検出器 ch.2 及び ch.3 の交換、原子炉起動前点検での絶縁抵抗測定

等による検出器の健全性確認、出力領域でも当該検出器指示値を確認することによる連

続監視  

(c) 補機冷却水設備の配管からの漏水について 

【是正処置】 淡水供給設備から各設備へろ過水が流れる範囲で、漏えい部と同材質で

ライニング等の腐食対策が施されていない配管部の肉厚を確認、定検毎の配管肉厚測定

を運転手引に追記  

 

6.2.4 品質マネジメントシステムの継続的な改善 

平成 22 年度は、HTTR 品質保証委員会の審議を経て、以下の保守管理体制を整備するととも

に、品質保証要領書等の改定を行い、品質マネジメントシステムの継続的な改善に取り組んだ。 

(1) 人的資源、維持費が一層逼迫してきていることを受けた業務の効率化の一環として、次の設

備に係る保守管理体制を整備するとともに、関連する規定を改定した。  

(a) HTTR 機械棟設備・機器に係る業務の工務課から HTTR 運転管理課への移管と HTTR 機

械棟設備・機器に係る業務要領(QAS-71)の改定 

(b) 使用済燃料検査室（Ⅰ）等の HTTR 技術課から HTTR 運転管理課への移管と組織体制の

見直し及び関連する原子炉施設保安規定の改定 

(2) 平成 22 年度品質目標に基づき、次の品質保証管理要領を改訂し、システムを整備した。 

(a) 総則(QAM-01)を改定し、外部報告書の作成において、評価の誤り、誤記等の不備がない

ようシステムを整備 

(b) 不適合管理要領(QAM-08)を改定し、不適合ランク C について、情報共有化できるよう、

報告する仕組みを整備 

(3) センター不適合管理要領の一本化を受けて、不適合管理要領(QAM-08)を廃止し、併せて、

関連する品質保証管理要領の改定を行い、不適合管理に係る文書体系を整備した。 
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6.3 保安教育訓練 

6.3.1 保安教育訓練の実施 

 HTTR における保安教育訓練は、規定・規則等に基づき保安教育実施計画書を作成し、実施し、

実施結果を報告している。 

 

6.3.2 平成 22 年度保安教育訓練実施結果 

(1) 再教育及び品質保証に関する教育 

  保安教育実施計画に基づき、計画どおり実施した。品質保証活動に関する教育は、計画・要

領の改訂、水平展開等に応じ随時教育を実施した。 

(2) 放射線業務従事者指定教育 

  放射線業務従事者指定教育は職員 4 名、年間役務業務者 1 名について実施した。また、外来

作業者（短期）の放射線業務従事者指定教育は、延べ 392 名について実施した。 

(3) 保安訓練 

  人事異動等に伴う通報訓練（4 月、10 月、2 月の 3 回）、HTTR を発災施設として、管理区域

に不審者が侵入した場合における屋内退避の習熟を図ることを目的とした避難訓練を 11 月 1

日に実施した。また、異常時対応訓練として、HTTR の非管理区域を発災施設として火災を想

定した訓練を 5 月 28 日に実施した。さらに、部内で AED 講習会を 10 月 28 日に実施し、部内

の AED 講習未受講者 26 名全員の受講を完了させた。 

 

6.3.3 保安教育訓練の有効性の評価 

 高温工学試験研究炉部品質管理要領書「教育・訓練管理要領（HTTR-QAM-02）」に基づき、各

課長は教育対象者にアンケートを取り、教育訓練の有効性の評価を行った。その結果、1) 教育受

講者の業務内容や力量に応じて、適宜教育内容や使用教材を見直していくこと、2) 現在、各教育

担当者が個人管理している教育資料を系統立てて整理すること、教育担当が偏らないようにする

こと、講師の育成を通して人材を育成すること、3) 安全性実証試験に関する設備の教育を充実す

ることにより実際の試験の手助けとなること、4) テキストに基づく座学研修に、ビデオ等の教育

資材を用いる、他施設における現場研修を織り交ぜるなどして保安教育のマンネリ化を回避する

こと、などの改善事項が挙げられた。 

 

6.4 リスクアセスメント 

 平成 22 年度はリスクアセスメントを 65 件（定常作業及び非定常作業の合計）実施した。 11

月 5 日に部内リスクアセスメント報告会を開催し、「液シン廃液処理作業」について技術課から、

「ヘリウム循環機中間フランジ部の点検作業」、「HTTR 原子炉建家Ⅰ系換気空調装置空調器の更

新」、「安全弁試験装置の定期自主検査作業」について運転管理課から報告された。また、安全管

理部が開催するリスクアセスメント発表会（2 月 28 日）には「ヘリウム循環機中間フランジ部点

検作業におけるリスクアセスメント」について運転管理課から報告され、15 名が参加した。 
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大洗研究開発センター品質保証に係る

文書及び記録の管理要領

大洗研究開発センター品質保証に係る

調達管理要領

大洗研究開発センター品質保証に係る

不適合管理並びに是正処置及び予防処置要領

大洗研究開発センター

内部監査規則

所長によるマネジメントレビュー要領

総 則

教育・訓練管理要領

文書及び記録の管理要領

設計・開発管理要領

監視機器及び測定機器の管理要領

検査及び試験の管理要領

業務の管理要領

ＨＴＴＲ品質保証委員会運営要領

レビュー実施要領

設計図書審査マニュアル

検査実施要領

ＨＴＴＲ機械棟における
設備・機器に係る業務要領

交換部品に係る管理要領

HTTR-QAM-01

HTTR-QAM-02

HTTR-QAM-03

HTTR-QAS-11

HTTR-QAS-12

HTTR-QAM-04 HTTR-QAS-41

HTTR-QAM-05

HTTR-QAM-06 HTTR-QAS-61

HTTR-QAS-71

HTTR-QAS-72

センター共通要領

品質保証管理要領書

ＨＴＴＲ工程会議運営要領

HTTR-QAS-73

HTTR-QAM-07

許認可申請書作成時の体制
及び確認等に係る要領

HTTR-QAS-42

不適合事項等水平展開実施規則

 
第 6.2.2 図 HTTR の品質保証活動に係る文書体系図（平成 23 年 3 月 31 日現在） 
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７． 環境管理活動の実施状況 
                      

Present Status of Environmental Management System 
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7.1 概要 

大洗研究開発センターの ISO14001 環境マネジメントシステム運用は、南地区とのシステム

統合後 4 年目を迎え、平成 22 年 6 月には、サーベイランス審査（1 年次）を受けた。その結果、

規格要求事項を満足し、実施・維持されていることが確認された。 
平成 22 年度の高温工学試験研究炉部の著しい環境側面は、環境管理規則（以下、規則という。）

に基づき実施した環境側面調査及び環境影響評価により、①年間消費電力、②A 重油、③コピ

ー紙使用量、④被ばく線量、⑤炉心燃料集合体（新燃料貯蔵設備）が著しい環境側面として特

定された。このことから、平成 21 年度に引続き、環境管理活動に関する日常運用管理のための

関連手順書（目的目標達成管理以外の必要な手順書等、事故緊急事態の特定一覧、監視及び測

定機器一覧、監視測定項目一覧等）で運用を行った。平成 23 年 3 月に実施された、内部監査

実施要領に基づく内部監査では、指摘事項は無かった。なお、法規制等要求事項登録表の順守

評価記録に統括者の 終確認記録（押印等）が未実施であり、実施した後に確認したいとの要

望事項があったため、 終確認記録に管理統括者の確認押印を実施した後、内部監査員へ報告

を行った。 
 

  7.2  環境管理活動のまとめ 

7.2.1 教育訓練の実施状況 

規則に基づき教育訓練年間プログラムを作成・実施し、実施結果を報告した。教育訓練では、

規則に基づく自覚教育、異常時対応訓練、高圧ガス応急措置訓練、PRTR 法に基づく教育を実

施した。 
 

7.2.2 環境目的・目標の達成状況 

高温工学試験研究炉部の環境目的・目標は、大洗研究開発センターのそれらを考慮して決定

され、それらを達成するための環境管理活動は、規則に従って策定した環境管理実施計画及び

環境作業手順書に基づいて実施している。また、その結果について四半期毎に報告している。 
(1) 被ばく低減 

事前教育の徹底や放射線作業連絡票の被ばく低減措置を行った。平成 22 年度の累積被ばく

線量は、0.6 人 mSv であり、計画被ばく線量 2.5 人 mSv の 80％以下に抑制する目標を満足

した。なお、計画被ばく線量について、当初計画時に見積もらなかった放射線作業があった

ため、第２四半期以降の計画値の見直しを行った。また、第４四半期には、保安整備に係る

放射線作業が新たに発生したことにより、計画値の見直しを行っている。 
(2) 放射性廃棄物の低減 

不要物品を管理区域へ持ち込まないようにするとともに、機器工具類の再使用を継続する

など削減に努めた。平成 22 年度の放射性廃棄物の発生量実績値は、3.2 ㎥であり、年間計画

値 17.2 ㎥の 5%以上削減の目標を達成した。 
(3) 省エネ・省資源の徹底  

コピー紙使用量については、部内の文書配布に関し両面コピーや電子メール使用の励行を

継続して実施した。平成 22 年度の実績値は 635 千枚であり、当初使用予定数量 708 千枚の
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2%削減の目標を達成した。 
年間使用電力については、昼休み時間帯や不使用部屋の消灯、室内冷暖房温度設定の徹底

を継続して実施した。平成 22 年度の HTTR 研究・開発棟の実績値は 539MWH であり、当

初使用予定量 577MWH に比べ 1%の節電とした目標を達成した。 
 

環境管理の活動記録等については、HTTR 部のイントラネットに掲載して部内職員等への周

知に努めるとともに、コピー紙使用量の削減や節電などに関する環境管理活動の進捗が一目で

わかるようにトレンドグラフの掲載を継続した。（第 7.2.1 図） 
  

7.2.3 法令等の順守状況 

法規制等要求事項に特定されている設備について、順守状況（定期検査記録等）を評価し、

要求事項が満たされていることを確認した。 
 

（単 位 ：M WH）

計 画 実績

第 １四 半 期 124 115

第 ２四 半 期 280 259

第 ３四 半 期 415 381

第 ４四 半 期 577 539

※ 累 計

平 成 22年度 　 HTTR研究 ・開発 棟 電気 使 用 量
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第 7.2.1 図 部内イントラ掲載グラフ（例：電気使用量） 
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８． 高温ガス炉開発に関する国際協力 
                      

International Cooperation on HTGR Development 
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高温ガス炉開発に関する国際協力では、第 4 世代原子力システム国際フォーラムの超高温ガス

炉システム取決めは、2006 年 11 月に日本、仏国、米国、EU、韓国、カナダ、スイスの間で署名

された。その後、中国が 2008 年に追加署名した。現在、①燃料・燃料サイクル、②水素製造、及

び③材料の 3 つの技術プロジェクトについて参加国で取決めに署名が行われ、共同研究が展開さ

れている。さらに、④計算手法検証・ベンチマークプロジェクトの創設が準備されている。 

 

 国際原子力機関（IAEA）との協力では、CRP6（燃料ベンチマーク、特性評価）及び CRP7（原

子力プロセス熱利用の推進）が成功裡に終了した。現在、通常時及び事故時における高温ガス炉

の核分裂生成物挙動の評価に関する新たな協力研究プロジェクトへの参加を検討中である。 

 

中国清華大学核能及新能源技術研究院（INET）との高温ガス炉分野における協力（情報交換・

人材派遣）に関する覚書を 2010 年 6 月 20 日に 5 年間延長した。 

 

 OECD/NEA（経済協力開発機構/原子力機関）の原子力施設安全委員会（CSNI）において、HTTR

を用いた試験の OECD/NEA プロジェクト化を目指して、平成 21 年度から準備を進めている。平

成 21 年(2009 年)度の準備作業は： 

 次世代炉安全研究施設検討タスク（TAREF）で作成したガス冷却炉の報告書に、”HTTR は

安全上重要な施設で、HTTR を中心とした国際的計画を推進すべき”との提言を盛り込み、

2009 年 6 月の第 45 回 CSNI 会合で、この報告書の内容が了承された。 

 2009 年 4 月のプログラムレビュー会合で、HTTR プロジェクトの内容が審議され、CSNI

会合に本プロジェクトを提案することが了承された。第 8.1 表に提案した試験内容を示す。

試験は安全性実証試験として炉心流量喪失試験 2 ケースと炉心冷却喪失試験 1 ケースの計

3 ケースで、3 年かけて 3 ケースの試験を実施する計画である。 

 2009 年 6 月の第 45 回 CSNI 会合で、HTTR プロジェクトを提案し、本プロジェクトに関す

る専門家会合の設置が了承された。 

 2009 年 10 月に HTTR プロジェクトの専門家会合が開催され、米国、ドイツ、韓国等の 7

カ国が本プロジェクト参加に前向きの意向を表明した。その後、NEA 事務局と HTTR プロ

ジェクトの協定書（案）を作成し、2009 年 12 月に NEA 事務局から本プロジェクトに興味

を示した国へ協定書（案）を送付した。 

 機構内の対応として、「HTTR を用いた強制冷却喪失時の高温ガス炉の性能研究のための

OECD-NEA LOFC プロジェクトに関する協定」とのタイトルで、2010 年 1 月の国際協力

審査委員会で審議され、了承された。 

 

平成 22 年(2010 年)度の準備作業は： 

 各国へ HTTR プロジェクトへの参加を働きかけた。特に、フランスの参加が重要であるこ

とから、2010 年 9 月下旬の鈴木理事長訪仏時、フランス原子力庁（CEA）長官等へ本プロ

ジェクトへの参加を要請して頂いた。その結果、2010 年 12 月初旬、フランスが本プロジ

ェクトへの参加を表明。フランスの参加表明を受けて、NEA 事務局から LOFC プロジェク
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ト協定書の修正版が機構に届く。主な修正点は、タイトルの“高温ガス炉”を“革新炉”に変

更したことである。 

 LOFC プロジェクトの協定書を NEA 事務局と 終化し、2011 年 1 月 6 日から文部科学省

への協定書の説明を行い、同年 1 月 21 日に了解が得られた。その後、外務省へ協定書の

説明を開始したが、3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震により同年 3 月末時点で外務省の了

解を得ていない。 

 また、第 8.1.1 表に示した LOFC プロジェクトの Run1 の試験は、2010 年 12 月 21 日に成功

裏に終了した。得られたデータは、 初の LOFC プロジェクト会合時に、参加国(参加機関)

に提供できるよう管理している。 

 

第 8.1.1 表 HTTR プロジェクトの試験内容 

 

 
 

 

米国の高温ガス炉プロジェクト（次世代原子力プラント計画(NGNP 計画)）において、初めて

HTTR を利用した委託研究を米国のゼネラルアトミック（GA）社経由で受託した。2010 年 3 月

に終了した 50 日間の高温(950℃)連続運転におけるトリチウム濃度データからトリチウム挙動を

評価し、得られた知見の使用権を NGNP 計画へ提供する。 

 

 また、平成 17 年 2 月に文部科学省と DOE との間で締結された、国際原子力エネルギー研究イ

ニシアチブ（I-NERI）に関する実施取決めに基づき、革新的高温ガス炉燃料・黒鉛に関する技術

開発（ZrC 被覆燃料粒子の開発）の共同研究を完了した。 
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 韓国とは、平成 20 年度に韓国原子力研究所（KAERI）との間で締結した「韓国原子力研究所

と日本原子力研究開発機構との間の原子力の平和利用分野における協力のための取決め」に基づ

き、高温ガス炉及び核熱水素製造技術に関する情報交換等の研究協力を進めた。平成 22 年 12 月

13 日、14 日に大洗研究開発センターで第 4 回高温ガス炉及び原子力水素製造に関する情報交換

会議を開催し、韓国からは、KAERI（韓国原子力研究所）、KIER（韓国エネルギー技術研究院）、 

KIST（韓国科学技術研究院）、POSCO（韓国 大手の製鉄会社）から 9 名が来訪し、情報交換を

行った。会議では、POSCO が高温ガス炉と IS プロセスにより製造された CO2 フリーの水素を

製鉄に利用する水素還元製鉄に大きな関心を示した。 

 

平成 23 年 5 月 6 日に日・カザフスタン原子力協定が発効した。本協定には、高温ガス炉の設

計/建設/運転及び安全性に関する協力についても記載されている。原子力機構は、2007 年 4 月の

日本－カザフスタンのハイレベル官民合同ミッションでの原子力研究開発に関する覚書の調印以

来、カザフスタンの高温ガス炉開発に対して、日本企業と連携して、設計、安全性、人材育成の

分野での協力を実施しており、今後、更なる協力の拡大が期待される。 

また、平成 22 年 9 月 30 日に東京で開催された「第 2 回日本カザフスタン経済官民合同協議

会」において、丸紅・東芝・原子力機構が連名で高温ガス炉の協力状況を発表し、経済産業省が

高温ガス炉開発分野における協力について言及した。 

さらに、国立カザフスタン大学との高温ガス炉技術に関する将来の人材育成のための覚書に国

立原子力センターを加えて再締結を行い、これに基づいてカザフスタンでの授業し、受講グルー

プの日本への受入を行った。 

国際科学技術センター（ISTC）のプロジェクト「WWR-K 研究炉における高温ガス炉燃料性能

の研究」が 2010 年 6 月 1 日付けで開始された。本プロジェクトは、カザフスタン国立原子力セン

ター傘下核物理研究所（INP-NNC）が実施機関となり、JAEA がコラボレーターとなり、カザフ

スタンで、日本が有する世界 高の高温ガス炉燃料技術を基に製造した高温ガス炉燃料試料を用

いて照射試験を行い、高燃焼度（100GWd/t）照射データを取得することを目的としている。 
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あとがき 

 
本報告書は、高温工学試験研究炉部の HTTR 運転管理課、HTTR 技術課、HTTR 計画課及び

安全管理部・放射線管理第 2 課の関係者が、平成 22 年度の HTTR における試験・運転と技術開

発の実績について分担して執筆し、HTTR 計画課において編集したものです。 
本報告書を、平成 22 年度の高温工学試験研究炉部の業務全般を理解していただく上で、ご活

用いただければ幸いです。なお、本報告書の作成に際しましては、関係各位からご助言・ご指導

をいただきましたことに感謝し、ここに謝意を表します。 
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付録 2 平成 22 年度高温工学試験研究関係主要記事 

 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 

平成 22 年 

 

4 月 

・ 原子炉建家Ⅰ系及びⅡ系吸気フィルタ交換

（6～7日） 

・ プラント計算機主盤モニタ交換作業 

（7～8日） 

・ HGC 中間フランジ部ボルト増し締め作業 

（12 日～5月 11 日） 

・ 2次ヘリウムサンプリング設備圧縮機Ｂ分解

点検作業（12～20 日） 

・ 2次ヘリウム純化設備ガス循環機Ａ点検作業

（12 日～21 日） 

・ メンテナンスピット設備点検作業 

（19～28 日） 

・ 加圧水空気冷却器ポジショナ交換作業 

（26～27 日） 

・ 広領域中性子検出器動作不能事象対応 

（3月 22 日～） 

・第 1四半期/使用施設等保安検査 

（14～16 日） 

・ 実在庫検認：IAEA 査察（22 日） 

・ 安全協定に基づく年間主要事業計画に係

る説明会（27 日） 

平成 22 年 

 

5 月 

・ プラント計算機ディスプレイ取外し作業 

（17～18 日） 

・ 機械棟ボイラー休缶処置作業（21 日） 

・ 1 次/2 次ヘリウム純化設備トラップ再生作

業・全点検（31 日） 

・ 大洗町より救命救急表彰（18 日） 

・ 年間主要事業計画の変更報告（27 日） 

・ 高温工学試験研究炉部における人命救助

活動に係る拠点長表彰（27 日） 

・ 運転計画（３ヵ年）変更届出（27 日） 

・ HTTR 異常時対応訓練（28 日） 

平成 22 年 

 

6 月 

・1次/2 次ヘリウム純化設備トラップ再生作業

（1～12 日） 

・ オペフロ水銀灯交換作業（28 日） 

・ 第 1四半期/原子炉施設保安検査 

（7～9日） 

・ 火災の発生防止対策のアクションプラン

に係る現地調査（10 日） 

・ 大洗消防本部立入検査〔機械棟屋外タン

ク貯蔵所〕（10 日） 
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年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 

平成 22 年 

 

7 月 

・ 圧縮空気設備の定期点検（5日～8月 9日）

・ 補機/一般冷却水設備の定期点検 

（12 日～8月 17 日） 

・クレーン年次点検（22～29 日） 

・ 中性子検出器交換及び先端部切断作業リハ

ーサル（26 日～9月 14 日） 

 

・ 平成 22 年度 安全大会（1日） 

・ 平成22年度全国安全週間一斉パトロール

（2日） 

・ 大洗研究開発センター第１回総合訓練：

発災場所 廃棄物管理施設（8日） 

・ 役員との意見交換会（13 日） 

・ 第 2四半期/使用施設等保安検査 

（14～16 日） 

平成 22 年 

 

8 月 

・ 非常用電源設備の定期点検（3～6日） 

・ プラント計算機モニタ交換作業 

（9日～10 日） 

・ メンテナンスピット用放射線モニタの定期

点検（17 日～24 日） 

・ 冷却塔プール清掃（16～19 日） 

・ 常用電源設備の定期点検（26 日～27 日） 

・ 消火設備の定期点検（27 日～9月 1日） 

・ 安全弁試験装置の定期点検 

（30 日～9月 2日） 

・ 火災報知設備の定期点検（30 日～9月 3日）

・ 原子炉建家Ⅰ系換気空調装置空調器更新作

業（30 日～9月 17 日） 

・大洗研究開発センター北地区計画停電 

 （21～22 日） 

・耐震評価に係る中間報告を県へ説明 

（24 日） 

・耐震評価に係る中間報告を大洗町、鉾田

市へ説明（26 日） 

・大洗研究開発センター研究開発報告会に

て、高温連続運転の成果を発表（27 日）

 

平成 22 年 

 

9 月 

・ 換気空調設備の定期点検（6日～11 月 26 日）

・ 非常用発電機主燃料槽の定期点検 

（6日～8日） 

・ 制御棒交換機の定期点検（6日～10 月 4 日）

・ プラント制御装置 OPS ソフトウェア改修作

業（17 日） 

・ 補機冷却水設備配管交換作業（20～21 日）

・ 使用済燃料貯蔵建家電気設備の定期点検 

（27 日） 

・ 補機/一般冷却水設備薬液注入装置の定期点

検（29 日～10 月 1 日） 

・ 第 2四半期/原子炉施設保安検査 

（6～8日） 

・補機冷却水設備淡水供給配管からの漏水

 （16 日） 

・平成22年度茨城県原子力総合防災訓練（30

日） 
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年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 

平成 22 年 

 

10 月 

・ 広領域中性子検出器交換作業 

（1日～11 月 16 日） 

・ 研究開発棟及び建設管理棟電気設備の定期

点検（2日） 

・ 使用済燃料貯蔵建家換気空調設備の定期点

検（6日～18 日） 

・ 機械棟ろ過水ポンプユニットの定期点検 

（7日） 

・ 広領域中性子検出器受入れ作業（15 日） 

・ 機械棟中和処理設備の定期点検（25～29 日）

・ 少量未満危険物保管庫設置作業 

（25 日～11 月 5 日） 

・「米国次世代原子力プラント計画からの高

温工学試験研究炉を利用した委託研究の

受託について」プレス発表（14 日） 

・ 第 3四半期/使用施設等保安検査 

（18～20 日） 

平成 22 年 

 

11 月 

・ 蒸気供給設備の定期点検（1～12 日） 

・運転サイクル RS-12・全点検（15～19 日） 

・ 運転サイクル RS-12・運転説明会 

（22、24 日） 

・ 1 次系/2 次系ヘリウムの初期充填（25 日）

・ 核物質防護訓練 

発災場所 HTTR（1 日） 

・ INL による QA 監査（9～11 日） 

・ 第 3四半期/原子炉施設保安検査 

（29 日～12 月 1 日） 

平成 22 年 

 

12 月 

・ 運転サイクル RS-12・原子炉起動（13 日） 

・ 中性子検出器校正（13 日） 

・ 原子炉停止（21 日） 

・ 加圧水空気冷却器凍結防止装置取り付け作

業（24、27 日） 

・ 運転サイクル RS-12・停止後点検（26 日） 

・所幹部と管理職との意見交換会（6日） 

・第 5回施設定期検査申請（8日） 

・ 炉心冷却喪失コールド試験（11 日） 

・ 大洗研究開発センター第 2 回総合訓練：

発災場所 技術開発部施設、高速実験炉

「常陽」（16 日） 

・ 温度係数測定試験（18～19 日） 

・ 炉心流量喪失試験（21 日） 

・ 炉心流量喪失試験終了のプレス発表 

（22 日） 
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年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 

平成 23 年 

 

1 月 

・ 運転サイクル RS-13・運転説明会 

（4、5日） 

・ 原子炉起動（17 日） 

・ 加圧水空気冷却器凍結防止装置取り外し作

業（19、20 日） 

・ 原子炉停止（24 日） 

・ 加圧水空気冷却器凍結防止装置取り付け作

業（27～28 日） 

・ NIS 先端輸送に係る作業（27 日～2月 18 日）

・広領域中性子計装 ch.1 の動作不能を確認 

 （29 日） 

・運転サイクル RS-13・停止後点検（30 日） 

・ 第 4四半期/使用施設等保安検査 

（11～13 日） 

・ 温度係数測定試験（17～19 日） 

・ 品質保証計画書に基づく平成22年度内部

監査（21 日） 

・ 炉心冷却喪失試験〔VCS1 系統停止〕 

（24 日） 

・ 次年度運転計画（３ヵ年）届出（31 日）

 

平成 23 年 

 

2 月 

・プラント制御装置の定期点検 

（7日～） 

・ 中央制御盤等の定期点検（7～18 日） 

・ プラント計算機の定期点検（7～17 日） 

・ 地震計の定期点検（7～8日） 

・ 自動火災報知設備の定期点検（7～14 日） 

・ 炉容器冷却設備計装等の定期点検 

（14 日～3月 3日） 

・補助冷却設備計装等の定期点検 

（14 日～3月 1日） 

・燃料交換機の定期点検（18 日～） 

・炉容器冷却設備の定期点検 

（28 日～） 

・安全弁の定期点検（28 日～） 

・消火設備の定期点検（28 日～3月 2日） 

 

・ 広領域中性子計装ch.1の動作不能につい

て県へ説明（1日） 

・ 茨城県による平常時立入調査（4日） 

・ 広領域中性子計装ch.1の動作不能につい

て文科省へ説明（10 日） 

・ 中性子検出器〔ch.3〕を FMF へ輸送 

（10 日） 

・ 第 4四半期/原子炉施設保安検査 

（16～18 日） 

・中性子検出器〔ch.3〕の X線 CT 検査 

（16 日～3月 2日） 

・中性子検出器〔ch.2〕を FMF へ輸送 

（18 日） 

・原子炉設置許可申請書の工事計画の変更

届出（25 日） 

 

平成 23 年 

 

3 月 

・ 1次/2次HGC及び純化設備加熱器の定期点検

（7日～） 

・ 東北地方太平洋沖地震に係る対応（11 日～）

 

・ 中性子検出器〔ch.2〕の X線 CT 検査 

（3日～） 

・ ISO14001 に基づく平成 22 年度内部監査

（10 日） 

・ 東北地方太平洋沖地震発生（11 日） 

・ 東北地方太平洋沖地震に係る対応 

（11 日～） 

  



国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）
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